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第一部  【企業情報】 
  

第１  【企業の概況】 
  
１  【主要な経営指標等の推移】 
  
（１）連結経営指標等 
  

回次 第６１期 第６２期 第６３期 第６４期 第６５期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 58,202 51,596 51,587 50,586 51,663 

経常損益（百万円） 900 △ 1,453 612 829 885 

当期純損益（百万円） 70 △ 3,030 1,370 266 △ 99 

純資産額（百万円） 21,462 17,963 19,290 19,297 19,097 

総資産額（百万円） 45,163 41,345 41,758 42,317 43,281 

１株当たり純資産額（円） 834.33 698.54 763.97 764.34 756.47 

１株当たり当期純損益（円） 2.72 △ 117.85 53.82 10.55 △ 3.96 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 47.5 43.4 46.2 45.6 44.1 

自己資本利益率（％） 0.3 △ 15.4 7.4 1.4 △ 0.5 

株価収益率（倍） 158.2 － 10.1 51.0 － 

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

△ 763 △ 239 △ 604 △ 1,545 1,342 

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

38 105 271 △ 102 △ 61 

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

△ 1,066 △ 518 △ 115 92 497 

現金及び現金同等物の期末残高 
（百万円） 

4,736 4,084 3,636 2,082 3,860 

従業員数 
［外、平均臨時従業員数］（名） 

858 
［  355］ 

860
［  378］

832
［  346］

799 
［  329］ 

655 
［  310］

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２．第６１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、自己株式方式によるストックオプション制度を採用して
いますが、調整計算の結果、１株当たり当期純利益が減少しないため記載しておりません。 

３．第６２期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純損益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算出に当たって
は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．第６２期、第６３期、第６４期及び第６５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため
記載しておりません。 

５．第６５期の従業員数の大幅な減少は、平成17年４月１日付の会社分割により新たに設立した関連会社㈱ムトウヤマノへ
の出向等によるものであります。 



  
（２）提出会社の経営指標等 
  

  
  
  

回次 第６１期 第６２期 第６３期 第６４期 第６５期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 51,714 45,403 45,385 44,038 44,166 

経常損益（百万円） 355 △ 1,719 371 380 299 

当期純損益（百万円） △ 154 △ 3,178 968 8 △ 397 

資本金（百万円） 4,453 4,453 4,453 4,453 4,453 

発行済株式総数（千株） 26,470 26,470 26,470 26,470 26,470 

純資産額（百万円） 20,276 16,629 17,552 17,301 16,802 

総資産額（百万円） 35,633 31,968 31,883 31,235 30,825 

１株当たり純資産額（円） 788.20 646.66 695.16 685.29 665.58 

１株当たり配当額（円） 

［内、１株当たり中間配当額］ 
15.00 

［  7.50］ 
10.00

［  7.50］
10.00

［  2.50］
15.00 

［  7.50］ 
15.00 

［  7.50］

１株当たり当期純損益（円） △ 6.02 △ 123.58 38.01 0.35 △ 15.76 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 56.9 52.0 55.1 55.4 54.5 

自己資本利益率（％） △ 0.8 △ 17.2 5.7 0.1 △ 2.3 

株価収益率（倍） － － 14.4 1,535.0 － 

配当性向（％） － － 26.3 4,279.7 － 

従業員数 
［外、平均臨時従業員数］（名） 

531 
［  150］ 

536
［  174］

507
［  165］

483 
［  164］ 

339 
［  141］

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２．第６１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、自己株式方式によるストックオプション制度を採用して
いますが、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

３．第６２期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純損益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算出に当たって
は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．第６２期、第６３期、第６４期及び第６５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため
記載しておりません。 

５．第６３期の１株当たり配当額には、創立60周年記念配当 2.5円を含んでおります。 
６．第６５期の従業員数及び平均臨時従業員数の大幅な減少は、平成17年４月１日付の会社分割により新たに設立した関連
会社㈱ムトウヤマノへの出向等によるものであります。 



  
２  【沿革】 
  

  

昭和18年10月 浜松市元目町において、静岡布帛工業株式会社（資本金 198千円）を設立（10月１日） 

昭和20年６月 戦災のため工場焼失（翌年昭和21年６月から浜松市佐藤町に縫製工場を新築し、操業を再

開） 

昭和22年９月 本社を東京都港区芝琴平町に移転 

昭和23年11月 武藤商事株式会社を設立 

昭和26年12月 武藤商事株式会社を吸収合併し、武藤衣料株式会社に商号変更 

昭和29年11月 浜松市において、婦人会服「トッパー」の直接販売を開始 

昭和37年９月 武藤縫製株式会社を設立 

昭和38年１月 本社を東京都目黒区目黒本町に移転 

昭和42年７月 高級呉服展示会（京華展）による販売を開始 

昭和42年８月 武藤衣料株式会社をムトウ衣料株式会社に商号変更 

昭和42年９月 衣料品の総合カタログの発行を開始 

昭和42年11月 全国の幼稚園を対象にランドセルの販売を開始、以後取扱商品を多様化 

昭和44年６月 本社を浜松市佐藤町に移転 

昭和45年10月 ムトウ衣料株式会社を株式会社ムトウに商号変更 

昭和46年10月 株式を名古屋証券取引所市場第二部に上場 

昭和46年11月 株式会社ムトウサービスを設立（現：連結子会社） 

昭和47年５月 株式会社エム・デー・シー（現社名  株式会社ムトウ流通センター：連結子会社）を設立 

  同    上 ＬＰ（販売代理人）による販売を開始 

昭和48年９月 市民生協との取引を開始し、生協ダイジェストカタログの発行を開始 

昭和55年４月 オンラインネットワークを全営業所に完備 

昭和58年７月 株式会社グリントファイナンス（現社名  株式会社ムトウクレジット：連結子会社）を設立 

昭和59年11月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和60年４月 全営業部員にＨＨＴ（携帯端末機）を導入 

昭和61年３月 株式会社ミックを設立（現：連結子会社） 

昭和61年８月 株式を東京証券取引所および名古屋証券取引所市場第一部へ指定 

平成元年４月 即時情報検索のための第２次オンライン稼動 

平成元年８月 浜松市高丘町に二階建出荷センターを新築 

平成７年５月 浜松市佐藤二丁目に本社ビル別館（アネックス）を新築 

平成10年４月 ムトウグループ関係会社再編成 

（株式会社エム・デー・シーは、武藤縫製株式会社等と合併し、株式会社ムトウ流通センタ

ーに商号変更） 

平成10年12月 浜松市高丘西四丁目に商品センターを新築 

平成11年９月 株式会社ミックにおいてＩＳＯ９００１の認証取得 

平成13年１月 浜松市佐藤二丁目の出荷センターを浜松市高丘西四丁目に統合 

平成13年３月 本社ビルにおいてＩＳＯ１４００１の認証取得 

平成14年３月 株式会社ムトウ流通センターにおいてＩＳＯ１４００１の認証取得 

  同    上 株式会社ムトウ流通センター縫製事業撤退 

平成14年８月 株式の売買単位を 1,000株から 100株へ変更 

平成15年３月 株式会社ムトウ流通センターにおいてＩＳＯ９００１の認証取得 

平成15年12月 株式会社ミックにおいて情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の認証取得 

平成17年４月 会社分割によりエージェント事業を分社化し、かねもり株式会社（現社名  株式会社ヤマノ

リテーリングス）との合弁会社（株式会社ムトウヤマノ）設立（現：持分法適用関連会社） 

平成18年１月 株式会社ミックが上海にて伊藤忠繊維貿易（中国）有限公司との合弁会社（武藤系統信息咨

詢（上海）有限公司）設立（現：連結子会社） 

  

（注）株式会社ムトウサービスおよび株式会社ムトウ流通センターは平成１８年４月１日に当社と合併し解散し

ております。 



  
３  【事業の内容】 
  

  

  

当社グループは、連結財務諸表提出会社（当社）、連結子会社５社および持分法適用関連会社１社で構成さ
れております。主な事業は、一般の個人顧客ならびに取引のある全国の生協の組合員に対する生活関連商品の
カタログ通信販売であり、そのほかに流通、情報、サービスおよびその周辺の関連分野において多角的な事業
を行っております。 
なお、当社グループの主な事業の内容、当該事業における位置付け、事業の種類別セグメントとの関連およ

び事業系統図は次のとおりであります。 

区分 会社名 主な事業の内容 

通信販売事業 
㈱ムトウ（当社） カタログ通信販売業 

㈱ムトウ流通センター 商品の出荷・保管請負業 

金融事業 ㈱ムトウクレジット 割賦債権買取業、融資業 

情報処理事業 
㈱ミック 

ソフトウェアプロダクト業、システム開発受託業
武藤系統信息咨詢（上海）有限公司

その他の事業 
㈱ムトウサービス 衣料品の店舗小売業、法人向け商品斡旋業 

㈱ムトウヤマノ 
（持分法適用関連会社） 

宝石・呉服等の訪問販売業 

  お  客  様   

↑ 

  

  （通信販売事業）（注１）   （金融事業）   

    ㈱ムトウ流通センター ←         ㈱ムトウクレジット     

              

          

  商品の出荷業務の委託、 ㈱     

  商品の保管業務の委託       

            

    ム     

          

          

情報処理業務の委託   ト   商品の販売 

          

  （情報処理事業）           （その他の事業）（注１）   

    ㈱ミック       
ウ 

      ㈱ムトウサービス     

    （注２）             （注３）   

    
武藤系統信息咨詢 
（上海）有限公司 

  ←   
    →   

㈱ムトウヤマノ 
（持分法適用関連会社） 

    

              

  

（注）１．㈱ムトウサービスおよび㈱ムトウ流通センターは平成１８年４月１日に当社と合併し解散しております。 

２．武藤系統信息咨詢（上海）有限公司は、㈱ミックが平成１８年１月１１日に伊藤忠繊維貿易（中国）有限

公司と共同出資で設立した合弁会社であり、㈱ミックの出資比率は９０％であります。 

３．㈱ムトウヤマノは、かねもり㈱（平成１７年１０月１日に㈱ヤマノリテーリングスに商号変更）と当社の
出資による合弁会社であり、当社の出資比率は４０％であります。 



 
 

４  【関係会社の状況】 
  

  
５  【従業員の状況】 
  
（１）連結会社の状況 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の
内容 

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

㈱ムトウサービス 静岡県浜松市 95 その他の事業 100 

商品の販売 
事務所等の賃貸 
運転資金の貸付 
役員の兼任３名 

㈱ムトウ流通センター 静岡県浜松市 88 通信販売事業 100 

商品の出荷・保管業務の委託 
土地の賃貸、事務所等の賃貸借 
運転資金等の貸付 
役員の兼任５名 

㈱ムトウクレジット 静岡県浜松市 95 金融事業 100 
事務所等の賃貸借 
運転資金の貸付 
役員の兼任４名 

㈱ミック 静岡県浜松市 95 情報処理事業 100 
情報処理業務の委託 
事務所等の賃貸 
役員の兼任６名 

武藤系統信息咨詢（上
海）有限公司 

中国上海市 
千米ドル 

500 
情報処理事業

90 
（  90）

役員の兼任４名 

（持分法適用関連会社）           

㈱ムトウヤマノ 東京都渋谷区 75 その他の事業 40 
商品の販売 
事務所等の賃貸 
役員の兼任４名 

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．「議決権の所有割合」欄の（  ）内は間接所有割合で内数であります。 

平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

通信販売事業 
438 

［  236］ 

金融事業 
58 

［   17］ 

情報処理事業 
134 

［   18］ 

その他の事業 
25 

［   39］ 

合計 
655 

［  310］ 

（注）１．従業員数は就業人員（当連結会社から連結会社外への出向者を除き、連結会社外から当連結会社への出向
者を含む。）であり、臨時従業員数（パートタイマー）は［  ］内に当連結会計年度の平均人員を外数で記
載しております。 
２．通信販売事業の従業員数は、平成17年４月１日付の会社分割により新たに設立した関連会社㈱ムトウヤマ
ノへの出向等により、前連結会計年度末と比べ 147名減少しております。 



  
（２）提出会社の状況 

  
（３）労働組合の状況 
  

  
  

平成18年３月31日現在 

従業員数（名） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

339 

［  141］ 
38.9 15.9 5,711,364 

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時
従業員数（パートタイマー）は［  ］内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。 
２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 
３．従業員数は、平成17年４月１日付の会社分割により新たに設立した関連会社㈱ムトウヤマノへの出向等に
より、前事業年度末と比べ 144名［臨時従業員数 23名］減少しております。 

当社グループの労働組合は、昭和39年に結成され、ＵＩゼンセン同盟に加盟しております。組合員数は平成

18年３月31日現在 528名で、その性格は堅実で労使関係の健全なる発展を目標としております。 



第２  【事業の状況】 
  
１  【業績等の概要】 
  
（１）業績 
  

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益の改善や輸出の増加、設備投資の拡大、株式市況の好転

など、緩やかな景気回復の傾向が続いておりますが、石油関連商品価格の高止まりの影響、景気回復の地域間

格差、企業間格差が継続するなど、不透明な状況が続いております。 
小売業におきましては、雇用情勢の好転、個人所得の下げ止まりなど、一部に明るい兆しが見え始めてまい

りました。しかしながら、社会保障改革、定率減税の段階的廃止、消費税等の見直しなど先行きに対する不安

感から、消費を取り巻く環境は依然として厳しいまま推移いたしました。 
このような情勢下におきまして、当社グループ（以下「当社」といいます。）は、ブランド価値（ムトウら

しさ）創造の実現に向け、商品の企画・開発およびカタログ表現などの改善に取り組むとともに、当社のｗｅ

ｂサイトである「ムトウオンラインショップ」の充実に努めてまいりました。また、当連結会計年度から新設

した新規開発事業部においては、当社のプライベートブランドであるミネラルウォーター「極みの純天然水」

の発売を開始するなど、新規事業の確立に向けた取組みを行ってまいりました。 
以上の営業活動の結果、旧エージェント事業の分社化にともなう影響があったものの、売上高は５１６億６

３百万円（前連結会計年度比２．１％増）と前連結会計年度を上回ることとなりました。利益面におきまして

も、販売費及び一般管理費の低減に努めたことにより、営業利益は６億６４百万円（同１３．３％増）、経常

利益は８億８５百万円（同６．７％増）と前年同期実績を上回りました。しかしながら、減損会計の適用にと

もない、固定資産の減損損失４億３１百万円を特別損失として計上したため、当期純損益は９９百万円の損失

（前連結会計年度は当期純利益２億６６百万円）となりました。 
なお、株式会社ムトウは、資産効率の向上およびグループ内類似事業の統合による事業拡大など、連結経営

の効率化を目的として、平成１８年４月１日に株式会社ムトウサービスと株式会社ムトウ流通センターの両社

を吸収合併いたしました。 
  
①  通信販売事業 
販売政策におきましては、インターネット経由の受注が急速な拡大をしてきたことに対応して、インター

ネットならではのページ展開・コンセプト作りを行い、サイト展開のバリエーションを充実させるなど、ｗ

ｅｂサイトによる販売の拡大に向けた取組みを行うとともに、継続的なＳＥＯ対策、アフィリエイトプログ

ラムの有効活用、オンラインモールへの積極的な出店など、インターネットの特性を活かした新規会員の獲

得策を実施いたしました。携帯サイトにおいてもｗｅｂサイトと同様に、パケット料金の定額化にともなう

利用者の増加に対応すべく、物販サイトとしての利便性の向上に努めました。 
商品政策におきましては、東京オフィスを基点とした商品企画機能の強化・充実を図り、トレンド情報を

反映した商品企画・開発に取り組むなど、各カタログのお客様のニーズに応えられるような商品づくりに努

めました。 
また、物流品質の向上とコスト低減を図るため、物流センター内における倉庫内物流改革に取り組むな

ど、事業効率の改善を行うとともに、商品の出荷代行、ＤＭサービスなど当社の通販ノウハウを活用した通

販ソリューションビジネスにおいても、新たな取引先様の開拓に努める一方、作業工程の見直し等による作

業効率の改善に取り組んでまいりました。 
また、新たな事業開発の取組みとして、当連結会計年度から新規開発事業部を立ち上げ、ヘルスケア・ビ

ューティケア分野への開発投資を行ってまいりました。平成１７年１１月には、当社のプライベートブラン

ドであるミネラルウォーター「極みの純天然水」の販売を開始し、従来の通信販売というビジネス形態の枠

にとらわれず、新たな販売チャネルの開発に挑戦してまいりました。 
これらの営業活動の結果、旧エージェント事業の分社化による影響があったものの、売上高は４５２億３

５百万円（前連結会計年度比１．２％増）となり、前連結会計年度実績を上回り、利益面におきましても、

販売費及び一般管理費の低減に努めたことにより、営業利益は１億４百万円（同４２１．４％増）と前連結

会計年度実績を上回ることとなりました。 
なお、当セグメントに区分されている、商品の入荷・保管から出荷までさまざまな物流業務を行う株式会

社ムトウ流通センターは、平成１８年４月１日を期日として株式会社ムトウに吸収合併いたしました。 
  

②  金融事業 
金融事業におきましては、割賦債権買取業についての新規加盟店の開拓を進めるとともに、既存加盟店と

の取引の安定・拡大を図るなど、収益性の向上に努めてまいりました。融資業におきましても、インターネ

ット等を活用した新規顧客の獲得とサービスの向上に努めてまいりました。 
この結果、取扱高は１０５億８百万円（前連結会計年度比１７．４％減）、営業収益は１９億２８百万円

（同５．８％増）となり、営業利益は２億５２百万円（同１０．５％減）となりました。 



 
 

  
（２）キャッシュ・フロー 
  

  
  
２  【生産、受注及び販売の状況】 
  

  
（１）仕入実績 
  

③  情報処理事業 
情報処理事業におきましては、ソフトウェアプロダクト業およびシステム開発受託業を積極的に展開する

とともに、通販ソリューション事業において、クライアント企業の通販業務全般を総合的にサポートする

「通販ワンストップサービス」を強化するなど、売上高の拡大を図ってまいりました。 
また、平成１８年１月に株式会社ミックが、中国での通販事業展開を計画する企業に対して、通販システ

ムを中心とした通販ソリューションサービスを提供すべく、上海にて、伊藤忠繊維貿易（中国）有限公司と

合弁会社（武藤系統信息咨詢（上海）有限公司）を設立いたしました。 
この結果、売上高は２９億２０百万円（前連結会計年度比２３．４％増）となり、営業利益は１億３２百

万円（同１０．２％減）となりました。 
  

④  その他の事業 
その他の事業におきましては、法人向けユニフォーム販売、損害保険代理店業などにおいて営業効率の向

上に努めてまいりました。なお、店舗小売業は、近隣地区の大手量販店や低価格チェーン店などの相次ぐ出

店にともない、競争力の低下が顕著となり、平成１８年２月末をもって本事業から撤退いたしております。

この結果、売上高は１５億７８百万円（前連結会計年度比７．０％減）となり、営業利益は３７百万円と

なりました。 
なお、当セグメントに区分されている、法人向けユニフォーム販売、損害保険代理店業などを行う株式会

社ムトウサービスは、平成１８年４月１日を期日として株式会社ムトウに吸収合併いたしました。 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益などに

より営業活動による資金が１３億４２百万円増加したことや、借入による収入などにより財務活動による資金

が４億９７百万円（前連結会計年度比４３４．９％増）増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べ１

７億７８百万円増加し３８億６０百万円（同８５．４％増）となりました。 

  

①  営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は、１３億４２百万円となりました。この主な増加要因は、税金等調整前当

期純利益３億８１百万円、減価償却費２億９９百万円、固定資産の減損損失４億３１百万円であり、減少要

因としては、法人税等の支払３億６百万円であります。 

  

②  投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、６１百万円（前連結会計年度比４０．１％減）となりました。この主な

減少要因は、投資有価証券の取得８６百万円、有形固定資産の取得８２百万円であり、増加要因としては投

資有価証券の売却９９百万円であります。 

  

③  財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果得られた資金は、４億９７百万円（前連結会計年度比４３４．９％増）となりました。こ

の主な増加要因は長期借入金の純増額９億２０百万円であり、減少要因としては配当金の支払額３億７９百

万円であります。 

  

  

なお、「第２  事業の状況」の金額には、消費税等は含まれておりません。 

当社グループは、カタログ通信販売業を主たる事業としているため、生産及び受注の状況に替えて仕入実績

を記載しております。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前連結会計年度比（％） 

通信販売事業 24,793 1.7 

情報処理事業 195 △ 18.7 

その他の事業 857 △ 11.3 

計 25,847 1.0 

（注）セグメント間の取引については相殺消去しております。 



  
（２）販売実績 
  

  

  
  
３  【対処すべき課題】 
  

  
  
４  【事業等のリスク】 
  

  
（１）生産国の経済状況 
  

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前連結会計年度比（％） 

通信販売事業 45,235 1.2 

金融事業 1,928 5.8 

情報処理事業 2,920 23.4 

その他の事業 1,578 △ 7.0 

計 51,663 2.1 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。 

相手先 
前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日 

至  平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日 

至  平成18年３月31日） 

日本生活協同組合連合会 
金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

10,669 21.1 11,641 22.5 

今後の経済の見通しにつきましては、景気回復に向けた動きが具体化し、緩やかな景気回復が続いておりま

すが、原油価格の高騰による企業収益の下押しや量的緩和政策解除などの不安要素もあり、不透明な状況が続

くものと思われます。 

小売業におきましても、景気回復の動きに合わせ、雇用・所得環境の改善がみられ、消費動向が高まるもの

の、定率減税の段階的廃止、消費税率の見直しに対する先行き不安感や、業界の垣根を越えた競争の激化など

から、厳しい状況が続くものと思われます。 

このような情勢をふまえ、当社は通信販売事業の事業構造の見直し、新規開発事業の早期安定事業化が業績

回復の課題であると認識いたしております。 

翌連結会計年度におきましては、以下の取組みを行ってまいります。 

通信販売事業においては、事業構造の見直しとその具現化に向け、改革のスピードを高めてまいります。従

来の季刊カタログを中心とした販売から、インターネットによる販売に基軸をおいたネット型通販の確立に向

け、自社ショッピングサイトの更なる充実、外部ショッピングサイトへの積極的な出店、メールマーケティン

グを活用したお客様との関係強化を行うなど、インターネットビジネスの更なる強化、充実を図ってまいりま

す。 

新規開発事業においては、引続きヘルスケア・ビューティケアを中心とした分野への事業展開を行うととも

に、「極みの純天然水」の拡販や同商品に次ぐ新商品の開発を行ってまいります。 

また、ソリューション事業においては、当社の通信販売事業で培ったノウハウを活かし、更なるサービスメ

ニューの拡充を図るとともに、株式会社ムトウ流通センターとの合併にともない、物流施設等の資産効率を向

上させることにより、商品出荷代行ビジネスの一層の拡大を図ってまいります。 

当社の経営成績、株価および連結財務諸表等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、有価証券報告書提出日

現在において、以下のようなものがあります。 

当社の営業収入のうち、重要な部分を占める通信販売事業で取り扱う商品については、その商品の大部分は

中国等、アジア地域で生産されているため、生産国における経済状況の変化等、予期せぬ事象により、商品製

造や品質管理体制に問題が生じた場合、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 



  
（２）為替レートの変動 
  

  
（３）中国事業関連 
  

  
（４）主要取引先との営業取引 
  

  
（５）個人情報保護関連 
  

  
（６）災害等による影響 
  

  
（７）天候不順による影響 

  

  
（８）退職給付費用 
  

  
（９）金融事業関連 
  

  

当社が通信販売事業で取り扱う商品の生産国における通貨価値の上昇は、それらの国における製造と調達コ

ストを押し上げる可能性があります。特に、中国においては元高傾向が続くと思われ、中国生産商品のみなら

ず中国現地法人における情報処理事業においても、開発コストの上昇をまねくことが予想されます。これらの

コスト増は、原価の上昇につながり、その結果として、当社の利益率を低下させ、業績と財務状況に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

当社は、中国において、株式会社ムトウの強みを活かした事業の推進を準備しております。また、株式会社

ミックにおきましても現地法人を設立し、中国国内でのソフト開発やソリューション事業の拡大に取り組んで

おります。 

これらは海外での事業であるため、現地の政治情勢や予期せぬ事象等により事業の推進に問題が発生した場
合、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

当社は、日本生活協同組合連合会と営業取引を行っておりますが、その取引額は、当社の営業取引額全体の

２２．５％を占めております。予期せぬ事象等により、日本生活協同組合連合会との取引が行えなくなった場

合、当社の業績と財務状況に多大な影響を及ぼすことが考えられます。 

当社は、個人情報取扱事業者に該当しており、個人情報保護のための専門の担当者をおき、外部からの不正

アクセスおよびウイルス感染の防御、内部管理体制の強化等の対策を講じております。 
しかし万一、当社の保有する個人情報が漏洩した場合は、当社の信頼の失墜に繋がり、今後の営業活動に多

大な影響を及ぼす可能性があります。加えて、事後対応等に関するコストの増加に繋がり、当社の業績と財務

状況に悪影響を及ぼすことが考えられます。 

当社の営業収入のうち、重要な部分を占める通信販売事業に関して、お客様からの受注処理および商品の出

荷業務を静岡県内で行っております。自然災害等による受注処理および出荷業務への影響を最小限にするた

め、ネットワークの二重化・設備等の耐震対策の実施・保守管理の徹底、事業継続計画の立案をふくめた災害

発生時の対応ルールの策定を行っておりますが、静岡県内で大規模地震などが起こり、当社の設備等に被害が

生じた場合は、受注処理および商品の出荷業務などに多大な影響を与え、当社の業績と財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

当社の通信販売事業の中核をなすアパレル商材は、それぞれの季節における天候に大きく影響されます。天

候不順による影響は、消費者の購買意欲の低下につながり、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 

当社は、従業員の退職給付費用および退職給付債務について、数理計算に使用される前提条件に基づいて算

定しております。これらの前提条件には、割引率、退職率、死亡率および昇給率、年金資産の期待運用収益率

などの重要な見積りが含まれております。実際の結果が前提条件と異なる場合や前提条件が変更された場合、

その影響は累計され、将来にわたって規則的に認識されるため、将来の連結会計年度において認識される費用

および計上される債務に影響を及ぼす可能性があります。 

当社は、安心できるクレジットサービスの提供のため信販および融資などの金融事業を行っております。金
融事業においては、借入金利の上昇、過払金の返還や減額請求の増加、利息制限法・出資法の上限金利の見直
しなどが見込まれ、当社の業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 



  
５  【経営上の重要な契約等】 
  

  
  
６  【研究開発活動】 
  

  
  
７  【財政状態及び経営成績の分析】 
  
（１）重要な会計方針および見積り 
  

当社は、資産効率の向上およびグループ内類似事業の統合による事業拡大など、連結経営の効率化を目的と
して、株式会社ムトウサービスと株式会社ムトウ流通センターの両社を平成１８年４月１日に吸収合併いたし
ました。 
なお、詳細につきましては、財務諸表（重要な後発事象）に記載のとおりであります。 

当社グループの情報処理事業において、新技術および顧客ニーズに対応するため、既存通販システムパッケ

ージへの機能追加等の研究開発を行いました。 

当連結会計年度の研究開発費は６４百万円であります。 

当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており

ます。 

当社の連結財務諸表の作成にあたっては、当連結会計年度末における資産、負債の報告金額および収益、費

用の報告金額に影響を与える見積り、判断および仮定を使用することが必要となります。当社の経営陣は連結

財務諸表作成の基礎となる見積り、判断および仮定を過去の経験や状況に応じ合理的と判断される入手可能な

情報により継続的に検証し、意思決定を行っております。しかしながら、これらの見積り、判断および仮定は

不確実性をともなうため、実際の結果と異なる場合があります。この差異は、当社の連結財務諸表およびセグ

メントの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  
当社の経営陣が有価証券報告書提出日現在において、見積り、判断および仮定により当社の連結財務諸表に

重要な影響を及ぼすと考えている項目は次の通りです。 

  
①  たな卸資産 
当社は、カタログ商品の旧型化損失に備えるため、商品調整引当金を計上しております。この商品調整引

当金は、当連結会計年度末のカタログ商品について、旧型化による将来発生する損失を商品ジャンル別に過

去の旧型化商品発生率および平均処分損率により見積った金額です。実際の将来需要または市場状況によ

り、見積額を上回った場合、追加引当が必要となる可能性があります。 

  

②  貸倒引当金 
当社は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、貸倒引当金を計上しております。この貸倒引当金

は、当連結会計年度末の一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を見積った金額です。顧客の財務状態が悪化し、その支払能力が低

下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。 

  

③  退職給付費用 
当社は、従業員の退職給付費用および退職給付債務について、数理計算に使用される前提条件に基づいて

算定しております。これらの前提条件には、割引率、退職率、死亡率および昇給率、年金資産の期待運用収

益率などの重要な見積りが含まれております。実際の結果が前提条件と異なる場合や前提条件が変更された

場合、その影響は累計され、将来にわたって規則的に認識されるため、将来の連結会計年度において認識さ

れる費用および計上される債務に影響を及ぼす可能性があります。 
  

④  投資の減損 
当社は、時価のある有価証券と時価のない有価証券を所有しております。時価のある有価証券について

は、当連結会計年度末日の市場価格等に基づいて計上しております。市場価格等が取得原価に比べて原則と

して３０％以上下落した場合には、減損処理を行っております。時価のない有価証券の減損処理にあたって

は、純資産額の減少、財政状態および将来の業績予想等を総合的に考慮して決定しております。将来の市場

悪化または投資先の業績不振により、現在の帳簿に反映されていない損失または簿価の回収不能が発生した

場合、評価損の計上が必要となる可能性があります。 



  

  
（２）経営成績の分析 
  

⑤  繰延税金資産 
当社は、繰延税金資産について、実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当額を計

上しております。評価性引当額の計上を検討する際、将来の課税所得と実行可能なタックス・プランニング

を考慮しております。タックス・プランニング期間の課税所得の見積りの変動およびタックス・プランニン

グの変更等により、将来において評価性引当額が増減する可能性があります。 

①  売上高 
当連結会計年度における売上高は、旧エージェント事業の分社化による影響があったものの、前連結会計

年度に比べ１０億７６百万円増加し、５１６億６３百万円（前連結会計年度比２．１％増）となりました。

通信販売事業の増加５億３４百万円（同１．２％増）、情報処理事業の増加５億５３百万円（同２３．４％

増）が主な要因であります。 
  
②  売上総利益 
当連結会計年度における売上原価は、前連結会計年度に比べ１５億３１百万円増加し、２９３億４百万円

（前連結会計年度比５．５％増）となりました。この主な要因は、通信販売事業及び情報処理事業の売上原

価率の悪化であります。 

この結果、売上総利益は前連結会計年度に比べ４億５５百万円減少し２２３億５８百万円、売上総利益率

は１．８％減少し４３．３％となりました。 

  
③  営業利益 
当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、前連結会計年度と比べ５億３３百万円減少し、２１６

億９３百万円（前連結会計年度比２．４％減）となりました。旧エージェント事業の分社化などによる給与

手当の減少８億６４百万円（同１９．８％減）及びその他販管費の減少４億４３百万円（同８．９％減）、

並びに広告宣伝費の増加４億２５百万円（同４．７％増）が主な要因であります。 
この結果、営業利益は前連結会計年度に比べ７８百万円増加し、６億６４百万円（同１３．３％増）とな

りました。 
  
④  経常利益 
当連結会計年度における営業外収益は、前連結会計年度と比べ１０百万円減少し、２億７９百万円（前連

結会計年度比３．７％減）となりました。 

営業外費用は、前連結会計年度と比べ１１百万円増加し、５８百万円（同２４．６％増）となりました。

公共下水道事業受益者負担金９百万円が主な要因であります。 

この結果、経常利益は前連結会計年度に比べ５５百万円増加し、８億８５百万円（同６．７％増）となり

ました。 

  
⑤  当期純利益 
当連結会計年度における特別利益は、前連結会計年度と比べ９３百万円減少し、１０百万円（前連結会計

年度比９０．１％減）となりました。前連結会計年度において計上した投資有価証券売却益９３百万円が主

な要因であります。 

特別損失は、前連結会計年度と比べ５４百万円減少し、５億１４百万円（同９．５％減）となりました。

事業再構築費用の減少４億９１百万円、固定資産の減損損失４億３１百万円を計上したことが主な要因であ

ります。 

税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度と比べ１６百万円増加し、３億８１百万円（同４．５％増）

となりました。 

法人税等は、前連結会計年度と比べ３億８２百万円減少し、４億８１百万円となりました。 

この結果、当期純利益は前連結会計年度と比べ３億６６百万円減少し、９９百万円の損失となりました。 



  
（３）財政状態の分析 
  

  
  
  

①  資産・負債及び株主資本 
（資産） 
当連結会計年度末における資産は、前連結会計年度末と比べ９億６４百万円増加し４３２億８１百万円
（前連結会計年度比２．３％増）となりました。 
流動資産では、前連結会計年度末と比べ１３億８３百万円増加し３２６億６０百万円（同４．４％増）と
なりました。この主な要因は、現金及び預金の増加１７億７８百万円（同８５．４％増）、受取手形及び売
掛金の減少２億２４百万円（同１．１％減）、繰延税金資産の減少１億７８百万円（同２１．４％減）であ
ります。 
固定資産では、前連結会計年度末と比べ４億１９百万円減少し１０６億２１百万円（同３．８％減）とな
りました。この主な要因は、減損損失や減価償却などによる有形固定資産の減少６億２８百万円（同７．
４％減）、投資有価証券の増加などによる投資その他の資産の増加２億５４百万円（同１０．２％増）であ
ります。 
（負債） 
当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末と比べ１１億５７百万円増加し２４１億７８百万円
（前連結会計年度比５．０％増）となりました。 
流動負債では、前連結会計年度末と比べ２７億３５百万円増加し１７８億５９百万円（同１８．１％増）
となりました。この主な要因は、短期借入金の増加２８億５５百万円（同２５２．９％増）、その他流動負
債の増加２億２２百万円（同９．８％増）、未払金の減少２億２４百万円（同９．６％減）であります。 
固定負債では、前連結会計年度末と比べ１５億７７百万円減少し６３億１８百万円（同２０．０％減）と
なりました。この主な要因は、長期借入金の減少１９億８４百万円（同２７．２％減）、繰延税金負債の増
加１億９３百万円、退職給付引当金の増加１億４９百万円（同１４０．０％増）であります。 
（少数株主持分） 
当連結会計年度末における少数株主持分は、少数株主からの払込みによる収入により、５百万円となりま
した。 
（資本） 
当連結会計年度末における株主資本は、前連結会計年度末と比べ１億９９百万円減少し１９０億９７百万
円（前連結会計年度比１．０％減）となりました。 
この結果、株主資本比率は、前連結会計年度と比べ１．５％減少し４４．１％となりましたが、１株当た
りの純資産額は前連結会計年度末と比べ７円８７銭増加し７５６円４７銭となりました。 
  
②  キャッシュ・フロー 
当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の増加高は、前連結会計年度と比
べ３３億３３百万円増加し１７億７８百万円となりました。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比べ２８億８７百万円増加しました。この主な
要因は、営業債権に使用した資金の減少１３億８３百万円、たな卸資産に使用した資金の減少６億７３百万
円、仕入債務に使用した資金の減少３億５３百万円（前連結会計年度比６７．５％減）、固定資産の減損損
失４億３１百万円であります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比べ４０百万円増加しました。この主な要因
は、有形固定資産の売却により得られた資金の増加９百万円、有形固定資産の取得に使用した資金の減少３
６百万円（同３０．７％減）であります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比べ４億４百万円増加しました。この主な要因
は、借入により得られた資金の増加３億９７百万円（前連結会計年度比８４．１％増）であります。 



第３  【設備の状況】 
  
１  【設備投資等の概要】 
  

  
  
２  【主要な設備の状況】 
  
（１）提出会社 

  
（２）国内子会社 
  

㈱ムトウ流通センター 

  
  
３  【設備の新設、除却等の計画】 
  

  
  

当連結会計年度の設備投資（有形固定資産及び無形固定資産受入ベースの金額。）については、通信販売事

業６０百万円を中心に総額１億１３百万円であり、特記すべき重要な設備投資はありません。 

また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

  

なお、「第３  設備の状況」の金額には、消費税等は含まれておりません。 

平成18年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容 
帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 
土地 

（面積㎡） 
その他 合計 

本社 
（静岡県浜松市） 

通信販売事業 統括業務施設 581 
395 

（ 13,199）
60 1,037 

331 
［  132］

物流センター 
（静岡県浜松市） 

通信販売事業 物流設備 919 
3,950 

（ 54,625）
6 4,876 

8 
［    9］

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具並びに工具器具及び備品の合計であります。 
２．従業員数の［  ］は、年間の平均臨時従業員を外数で記載しております。 

平成18年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容 
帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 
土地 

（面積㎡） 
その他 合計 

物流センター 
（静岡県浜松市） 

通信販売事業 物流設備 1,141 
－ 

（     －）
60 1,202 

99 
［   95］

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具並びに工具器具及び備品の合計であります。 
２．従業員数の［  ］は、年間の平均臨時従業員を外数で記載しております。 

耐震補強を目的として、有価証券報告書提出日現在、統括業務施設（本館・倉庫棟）の解体・改修工事中で

あり、平成18年10月完了を予定しております。解体・改修にかかる費用と投資金額の合計額は約２億６５百万

円（当連結会計年度に減損損失として８６百万円を計上済み。）を計画しております。 



第４  【提出会社の状況】 
  
１  【株式等の状況】 
  
（１）【株式の総数等】 
  

①  【株式の総数】 
  

  
②  【発行済株式】 

  

  
（２）【新株予約権等の状況】 
  

該当事項はありません。 
  
（３）【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

  
（４）【所有者別状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 78,900,000 

計 78,900,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成18年３月31日） 
提出日現在発行数（株） 

（平成18年６月20日） 
上場証券取引所名又 

は登録証券業協会名 
内容 

普通株式 26,470,650 26,470,650 東京証券取引所市場第一部 － 

計 26,470,650 26,470,650 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成12年４月27日 △ 74,000 26,470,650 － 4,453 － 5,925 

（注）「発行済株式総数増減数」欄の減少は、利益による自己株式の消却によるものであります。 

平成18年３月31日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数 100株） 
単元未満
株式の状
況（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人その
他 

計 
個人以外 個人 

株主数（人） － 41 23 375 33 － 6,164 6,636 － 

所有株式数 
（単元） 

－ 73,188 1,877 64,960 9,670 － 114,600 264,295 41,150

所有株式数の割
合（％） 

－ 27.69 0.71 24.58 3.66 － 43.36 100.00 － 

（注）１．自己株式 1,225,200株は「個人その他」欄に 12,252単元を含めて記載しております。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1単元含まれております。 



  
（５）【大株主の状況】 

  
（６）【議決権の状況】 
  

①  【発行済株式】 

  
②  【自己株式等】 

  
（７）【ストックオプション制度の内容】 
  

該当事項はありません。 
  

平成18年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社 
東京都港区浜松町２丁目１１－３ 1,269 4.80 

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目１０ 1,261 4.77 

信和会 静岡県浜松市佐藤２－２４－１ 1,084 4.10 

武藤隆是 静岡県浜松市 1,080 4.08 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 954 3.61 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 679 2.57 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目２６－１ 528 1.99 

ムトウ従業員持株会 静岡県浜松市佐藤２－２４－１ 499 1.89 

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１－１ 433 1.64 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 400 1.51 

計 － 8,191 30.95 

（注）１．上記の他に当社は自己株式として 1,225千株を保有しております。 

２．信和会は、当社取引先持株会であります。 

３．上記持株数のうち、信託業務にかかわる株式数は次のとおりであります。 

      日本マスタートラスト信託銀行株式会社      1,269千株 
      日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社    954千株 

平成18年３月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式             － －      － 

議決権制限株式（自己株式等）         － －      － 

議決権制限株式（その他）         －      －      － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,225,200 －      － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,204,300 252,043      － 

単元未満株式 普通株式 41,150 －      － 

発行済株式総数   26,470,650 － － 

総株主の議決権   － 252,043 － 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が 100株（議決権 1個）含まれておりま

す。 

平成18年３月31日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有

株式数（株） 
他人名義所有

株式数（株） 
所有株式数の

合計（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

株式会社ムトウ 
静岡県浜松市佐藤２

丁目２４－１ 
1,225,200 － 1,225,200 4.63 

計 － 1,225,200 － 1,225,200 4.63 



  
２  【自己株式の取得等の状況】 
  
（１）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 
  

①  【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
  

【株式の種類】    普通株式 
  

（イ）【定時総会決議による買受けの状況】 
  

  
（ロ）【子会社からの買受けの状況】 

  

  
（ハ）【取締役会決議による買受けの状況】 

  

  
（ニ）【取得自己株式の処理状況】 

  
（ホ）【自己株式の保有状況】 

  
②  【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  
該当事項はありません。 

  
  
３  【配当政策】 
  

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

平成18年６月20日現在

区分 処分、消却又は移転株式数（株） 処分価額の総額（円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分

を行った取得自己株式 
500,000 282,500,000 

消却の処分を行った取得自己株式 － － 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自

己株式の移転 
－ － 

平成18年６月20日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 725,200 

（注）１．「保有自己株式数」欄には、平成18年６月20日現在において当社が保有する自己株式の端数を記載してお

ります。 

２．「保有自己株式数」欄には、単元未満株式の買取請求に基づき取得した自己株式が含まれております。な

お、当該株式には、平成18年４月１日以降の単元未満株式の買取請求に基づき取得した自己株式数は含まれ

ておりません。 

当社は、株主の皆様への安定的利益還元を経営の最重要政策のひとつとして位置付けるとともに、業績に基

づく成果配分を実施していくことも基本的な方針としております。また、内部留保金につきましては、企業間

競争力の維持・強化を図り、企業体質をより盤石なものとするための投資などに活用してまいります。 

当事業年度末の株主配当金につきましては、上記の方針に基づき、１株当たり 7.5円といたしました。これ

により、１株当たり 7.5円の中間配当（平成17年10月31日取締役会決議）を実施しておりますので、１株当た

りの年間配当金は 15円となりました。 



  
４  【株価の推移】 
  
（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 
  

  
（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 
  

  
  
  

回次 第６１期 第６２期 第６３期 第６４期 第６５期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 618 474 593 665 650 

最低（円） 351 233 223 491 490 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 565 580 630 650 640 633 

最低（円） 530 541 569 520 586 599 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 



  
５  【役員の状況】 
  

平成18年６月20日現在

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

代表取締役 

社長 
  西  田    溥 

昭和13年 

５月11日生

昭和36年４月 青木商事㈱入社 

（同社は、昭和38年10月に伊藤忠

商事㈱と合併） 

平成７年５月 伊藤忠リビング㈱代表取締役社長 

（現社名  伊藤忠ホームファッシ

ョン㈱） 

平成８年３月 当社常勤顧問 

平成８年６月 代表取締役社長（現） 

93 

常務取締役 

社長補

佐、ソリ

ューショ

ン営業部

担当、ソ

リューシ

ョン営業

部長 

武  藤  隆  是 
昭和40年 

10月18日生

平成４年10月 ㈱電通ワンダーマンダイレクト入

社 

（現社名  ㈱電通ワンダーマン） 

平成８年１月 当社入社 

平成８年６月 取締役 

平成12年６月 常務取締役社長補佐 

平成15年４月 ㈱ムトウサービス代表取締役社長 

平成17年４月 ㈱ムトウヤマノ取締役（現） 

平成18年４月 常務取締役社長補佐、ソリューシ

ョン営業部担当、ソリューション

営業部長（現） 

1,080 

取締役 
中国ビジ

ネス担当 
芹  澤  永  志 

昭和24年 

７月９日生

昭和47年３月 当社入社 

平成12年４月 執行役員エージェント事業部長補

佐 

平成15年４月 ㈱ミック代表取締役社長（現） 

平成16年６月 取締役 

平成17年４月 取締役中国ビジネス担当（現） 

平成18年1月 武藤系統信息咨詢（上海）有限 

公司董事長（現） 

20 

取締役   松  枝  仁  志 
昭和25年 

２月２日生

昭和48年３月 当社入社 

平成12年４月 執行役員経理部長 

平成15年４月 ㈱ムトウクレジット代表取締役社

長（現） 

平成16年６月 取締役（現） 

17 

取締役 

経営管理

部・ムト

ウ健康保

険組合・

ムトウ企

業年金基

金担当、

経営管理

部長 

宮  﨑  達  郎 
昭和26年 

１月17日生

昭和48年３月 当社入社 

平成12年４月 執行役員経営企画部長 

平成16年６月 取締役経営企画部・情報システム

部・関係会社担当、情報システム

部長 

平成18年４月 取締役経営管理部・ムトウ健康保

険組合・ムトウ企業年金基金担

当、経営管理部長（現） 

11 

取締役 

経営企画

部・物

流・品質

管理部・

関係会社

担当、経

営企画部

長 

長  田  隆  利 
昭和26年 

２月17日生

昭和49年４月 ㈱静岡銀行入行 

平成13年６月 同行経営管理部総務管財担当部長 

平成15年７月 当社入社 

  同    月   執行役員総務部長 

平成16年６月 取締役総務部・経理部担当、総務

部長 

平成18年４月 取締役経営企画部・物流・品質管

理部・関係会社担当、経営企画部

長（現） 

12 



 
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

取締役 

通販事業

部担当、

通販事業

部長、販

売推進部

長・事業

改革推進

室長 

小  中  章  義 
昭和23年 

１月16日生

昭和46年４月 伊藤忠商事㈱入社 

平成11年３月 シーアイ・ガーメント・サービス

㈱出向  代表取締役社長 

平成16年４月 伊藤忠ファッションシステム㈱ア

ドミニストレーション室長 

平成17年４月 常勤顧問通販事業部・物流部担

当、通販事業部長 

平成17年６月 取締役通販事業部・物流部担当、

通販事業部長 

平成18年４月 取締役通販事業部担当、通販事業

部長、販売推進部長・事業改革推

進室長（現） 

平成18年６月 ㈱ハマキョウレックス監査役

（現） 

5 

取締役 

新規開発

事業部担

当、新規

開発事業

部長 

野  坂  幸  治 
昭和16年 

10月５日生

昭和39年３月 大塚製薬㈱入社 

昭和51年１月 同社営業部長 

昭和52年７月 大塚食品㈱取締役 

平成４年４月 同社専務取締役 

平成13年６月 江崎グリコ㈱取締役 

平成16年６月 同社顧問 

平成17年４月 常勤顧問新規開発事業部担当、新

規開発事業部長 

平成17年６月 取締役新規開発事業部担当、新規

開発事業部長（現） 

5 

取締役 

生協事業

部担当、

生協事業

部長、生

協商品企

画部長 

堀  田    守 
昭和25年 

12月18日生

昭和49年４月 伊藤忠商事㈱入社 

平成13年１月 Prominent Apparel Ltd.出向 

MANAGING DIRECTOR 

平成16年４月 同社MANAGING DIRECTOR、伊藤忠

商事㈱中国繊維グループ長代行 

平成17年５月 常勤顧問生協事業部副事業部長 

平成17年６月 取締役生協事業部・品質管理部担

当、生協事業部長、生協営業推進

部長・生協販売部長 

平成18年４月 取締役生協事業部担当、生協事業

部長、生協商品企画部長（現） 

5 

監査役 

（常勤） 
  飯  川    治 

昭和23年 

９月22日生

昭和46年３月 当社入社 

平成16年４月 ㈱ムトウクレジット取締役管理部

長・システム部長 

平成17年４月 当社常勤顧問 

平成17年６月 常勤監査役（現） 

10 

監査役 

（常勤） 
  田  辺  好  久 

昭和25年 

２月４日生

昭和48年３月 当社入社 

平成14年４月 監査部長 

平成17年４月 常勤顧問 

平成17年６月 常勤監査役（現） 

10 

監査役 

（非常勤） 
  時  久  亮  司 

昭和13年 

５月６日生

昭和38年４月 ㈱静岡銀行入行 

平成３年７月 静岡西部保険代弁㈱入社 

（現社名  静岡保険総合サービス

㈱） 

  同    月   同社取締役 

平成８年６月 同社常務取締役 

平成11年６月 同社専務執行役員 

平成14年６月 当社監査役（現） 

2 

監査役 

（非常勤） 
  後  藤  光  明 

昭和16年 

１月19日生 

昭和39年４月 伊藤忠商事㈱入社 

平成10年１月 伊藤忠ホームファッション㈱代表

取締役社長 

平成13年11月 ㈱ハマキョウレックス顧問 

平成14年６月 同社取締役副社長（現） 

  同    月   当社監査役（現） 

3 



 
 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

監査役 

（非常勤） 
  伊  藤  鋭  一 

昭和17年 

３月19日生

昭和39年４月 ㈱静岡銀行入行 

平成５年６月 同行取締役調査部長 

平成11年６月 同行常務取締役 

平成13年６月 財団法人静岡経済研究所理事長 

平成15年10月 静岡県教育委員会教育委員（現） 

平成16年９月 東海澱粉㈱非常勤監査役（現） 

平成17年６月 財団法人静岡経済研究所理事長退

任 

  同    月   静岡不動産㈱非常勤監査役（現） 

  同    月   ㈱赤阪鐵工所非常勤監査役（現） 

平成18年６月 当社監査役（現） 

2 

計 1,278 

（注）監査役時久亮司、後藤光明および伊藤鋭一の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 



６  【コーポレート・ガバナンスの状況】 
  
（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  

  

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
  

  

 

当社は、経営の効率性、透明性を高め、安全かつ健全なる事業活動を通じ、企業価値を最大化することをコ

ーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。この考え方のもと、コーポレート・ガバナンスの

充実のため、「ディスクロージャー（情報開示）」および「リスクマネジメントおよびコンプライアンス体

制」の強化を図っております。 

①  経営管理体制および監査役の状況 
経営管理体制につきましては、監査役制度を採用しており、社外監査役３名、社内監査役２名の合計５名

体制となっております。 
なお、当社監査役のスタッフ部門として、監査役室を設置しております。 

②  会社の機関の内容 

＜取締役会＞ 
原則として毎月１回以上開催し、取締役および社外・社内監査役が出席し、法令、定款および取締役会規

程等に定められた事項の審議・決定ならびに取締役の業務執行状況を監督・監視しております。 
＜監査役＞ 
取締役会への出席、決裁書の検閲などを通じ、取締役会の意思決定過程および取締役の業務執行状況につ

いて監査しております。 
＜監査役会＞ 
監査役全員をもって構成し、法令、定款および監査役会規程に従い、監査役の監査方針、年間の監査計画

などを決定しております。なお、監査内容については、各監査役が毎月、監査役会に報告し、情報の共有化

および監査計画の進捗確認を行うとともに、次月の監査計画について協議・承認しております。 
＜経営会議＞ 
原則として毎月２回以上開催し、取締役および関係者が出席し、取締役会から委任された事項の意思決定

のほか、業務執行についての方針および計画の審議・管理・決定等を行っております。 
＜会計監査人＞ 
当社は会計監査人として、新日本監査法人と監査契約を結んでおり、会計監査を受けております。業務執

行した公認会計士は、藤田和弘、田宮紳司の両氏であり、両氏とも同監査法人に所属しております。当社の

財務書類について連続して監査関連業務を行っている年数は、藤田氏は１３年目であります。同監査法人

は、公認会計士法上の規制開始および日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち、自主的に業務執行社員

の交替制度を導入しており、同監査法人において策定された交替計画に基づいて、交替する予定となってお

ります。これにしたがい、藤田氏は当連結会計年度末をもって交替いたします。なお、会計監査業務に係る

補助者の構成は、公認会計士１１名、会計士補４名、その他６名となります。 



 
 

  

  

  

  

（３）会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要 
  

  

（４）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間の実施状況 
  

  

  

  

③  内部統制システムの整備状況 
コンプライアンス体制強化の一環として、社員の企業倫理等に対する意識向上のため、ムトウコンプライ

アンス・マニュアルの配布や社内ポスターの貼付など社内啓蒙活動を推進しております。また、社内規程に

基づき、各部門の業務活動に関する意思決定および経費に関する予実績を管理しております。 
くわえて、会社法の施行にともない、内部統制システムの基本方針を定めるとともに内部統制委員会を設

置し、取締役や社員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制の整備や、その他

株式会社の業務の適正を確保するための体制の整備を進めております。 

④  リスク管理体制の整備の状況 
総務部リスク・法務管理課（課長１名、一般社員３名）が年に１回、各部門に対しリスクヒアリングを実

施し、リスクの見直しおよびリスクの軽減化を図るとともに、リスク発現時に迅速に対応できるよう管理体

制の整備に努めております。リスク管理に関する内容については、経営会議へ報告し、リスクマネジメント

に向けた適切な対応を図っております。 

⑤  内部監査、監査役監査及び会計監査の状況 
内部監査に関しましては、経営企画部経営企画課が必要に応じ、期首に設定した事業部方針、部方針、課

方針の進捗度合を確認しております。監査役監査は、常勤監査役２名が年２回、定期的に実施しておりま

す。また、監査役と会計監査人との相互連携につきましては、年２回開催する情報交換会を通じ、お互いの

コミュニケーションを図っております。 

⑥  役員報酬および監査報酬 
当連結会計年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬ならびに監査法人に対する監査報酬

は以下のとおりであります。 
役員報酬：     監査報酬：   

  取締役に支払った報酬 １４８百万円   監査証明に係る報酬 ２７百万円 

  監査役に支払った報酬   ３５百万円       

  計 １８４百万円       

なお、上記、取締役および監査役に支払った報酬には、平成１７年６月１７日開催の第６４期定時株主総

会終結の時をもって退任された取締役１名および監査役１名、ならびに平成１７年１０月２０日付をもって

辞任された監査役１名に対する退職慰労金支給額１７百万円を含んでおります。 

当社は、社外監査役３名のうち、後藤光明氏が取締役副社長を務める株式会社ハマキョウレックスに物流コ

ンサルティング業務およびカタログ輸送業務の一部を委託しておりますが、その取引金額は極めて僅少なもの

であります。また、今枝孝介、時久亮司の両氏とは、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係は

ございません。なお、平成１７年６月１７日開催の第６４期定時株主総会にて選任された社外監査役今枝孝介

氏は、平成１７年１０月２０日付をもって辞任いたしました。 

①  リスクマネジメント、コンプライアンスの推進体制の強化、個人情報保護法への対応等、企業が果たすべ

き社会的責任は広範囲にわたり、より専門的な部署の設置が必要であるとの認識から、総務部リスク・法務

管理課を設置し、法令遵守活動に向けた取組みを強化しております。 

②  個人情報を含む重要情報漏洩防止の対策措置として、情報の取扱方法の明文化、管理の徹底ならびにルー

ルの厳格化を行うとともに、ＩＣカードによる入退室管理、パソコンにセキュリティツールを導入するなど

物理的対策を実施しております。また、啓蒙活動の一環として、パート社員を含む全社員を対象とした個人

情報保護対策説明会や、営業部門を対象とした社内法務研修会を実施しております。 
なお、当社の個人情報の取扱いに関する基本的な考え方については、「ムトウ・プライバシー・ポリシ

ー」として当社ホームページに掲載しております。 

③  法令、規則、企業倫理に違反した行為などに対して、従業員による監視をより強化するため、社内通報制

度である「ムトウグループ企業倫理ホットライン」を引き続き設置しております。 

④  タイムリーな情報開示の一環として、ホームページへの業績関連情報の掲載（月次売上高情報等）を実施

しております。また、ＩＲ活動においては、投資家の皆様からの質問におこたえするなど、積極的に開示情

報の充実に努めております。 



  

  

（５）親会社等に関する事項に関する基本方針 
  

  

⑤  株主総会におきましては、多くの株主の皆様にご出席いただけるよう集中日を避けて開催しております。

当社は、親会社等を有しておらず、該当事項はございません。 



第５  【経理の状況】 
  
１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 
  

  

  
  
２．監査証明について 
  

  
  
  

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第２

８号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則

第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第５９号。

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31

日まで）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１  【連結財務諸表等】 
  
（１）【連結財務諸表】 
  

①  【連結貸借対照表】 
  

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％） 
金額（百万円） 

構成比

（％） 

（資産の部）               

Ⅰ  流動資産               

１  現金及び預金    2,082   3,860   

２  受取手形及び売掛金    20,740   20,515   

３  営業貸付金    3,837   4,054   

４  たな卸資産    2,882   2,782   

５  商品調整引当金    △ 224   △ 369   

６  繰延税金資産    833   655   

７  その他    1,613   1,651   

８  貸倒引当金    △ 488   △ 490   

流動資産合計    31,277 73.9  32,660 75.5 

Ⅱ  固定資産           

（１）有形固定資産           

１  建物及び構築物   8,054   7,844     

減価償却累計額   △ 4,878 3,175  △ 4,982 2,861   

２  土地    5,121   4,810   

３  その他   1,285   1,150     

減価償却累計額   △ 1,113 171  △ 982 168   

有形固定資産合計    8,468 20.0  7,840 18.1 

（２）無形固定資産    89 0.2  43 0.1 

（３）投資その他の資産           

１  投資有価証券 ※1  1,999   2,486   

２  繰延税金資産    93   106   

３  その他    557   370   

４  貸倒引当金    △ 167   △ 225   

投資その他の資産合計    2,482 5.9  2,736 6.3 

固定資産合計    11,040 26.1  10,621 24.5 

資産合計    42,317 100.0  43,281 100.0 

            



  

  
  
  

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％） 
金額（百万円） 

構成比

（％） 

（負債の部）               

Ⅰ  流動負債               

１  支払手形及び買掛金    8,560   8,464   

２  短期借入金    1,129   3,984   

３  未払金    2,351   2,126   

４  未払法人税等    241   229   

５  賞与引当金    464   384   

６  販売促進引当金    97   154   

７  利息返還損失引当金    －   12   

８  その他    2,280   2,503   

流動負債合計    15,124 35.7  17,859 41.3 

Ⅱ  固定負債           

１  長期借入金    7,284   5,300   

２  繰延税金負債    12   206   

３  退職給付引当金    106   256   

４  役員退職慰労引当金    137   146   

５  その他    353   408   

固定負債合計    7,895 18.7  6,318 14.6 

負債合計    23,020 54.4  24,178 55.9 

            

（少数株主持分）           

少数株主持分    － －  5 0.0 

            

（資本の部）           

Ⅰ  資本金 ※2  4,453 10.5  4,453 10.3 

Ⅱ  資本剰余金    5,925 14.0  5,925 13.7 

Ⅲ  利益剰余金    9,014 21.3  8,535 19.7 

Ⅳ  その他有価証券評価差額金    594 1.4  873 2.0 

Ⅴ  自己株式 ※3  △ 690 △ 1.6  △ 691 △ 1.6 

資本合計    19,297 45.6  19,097 44.1 

負債、少数株主持分及び資本合計    42,317 100.0  43,281 100.0 

                



②  【連結損益計算書】 
  

  

    
前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日 

至  平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成17年４月１日 

至  平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分比

（％） 
金額（百万円） 

百分比

（％） 

                

Ⅰ  売上高    50,586 100.0  51,663 100.0 

Ⅱ  売上原価 ※1、2  27,773 54.9  29,304 56.7 

売上総利益    22,813 45.1  22,358 43.3 

Ⅲ  販売費及び一般管理費           

１  運賃諸掛   2,095   2,539     

２  広告宣伝費   9,088   9,513     

３  販売促進引当金繰入   97   56     

４  貸倒引当金繰入   421   443     

５  利息返還損失引当金繰入   －   12     

６  給料手当   4,375   3,511     

７  賞与引当金繰入   400   362     

８  退職給付費用   718   665     

９  役員退職慰労引当金繰入   32   34     

10  その他   4,997 22,227 43.9 4,554 21,693 42.0 

営業利益    586 1.2  664 1.3 

Ⅳ  営業外収益           

１  受取利息   1   0     

２  仕入割引   33   33     

３  不動産賃貸料   157   147     

４  その他   97 290 0.5 98 279 0.5 

Ⅴ  営業外費用           

１  支払利息   42   39     

２  公共下水道事業受益者負担金   －   9     

３  その他   4 46 0.1 9 58 0.1 

経常利益    829 1.6  885 1.7 

Ⅵ  特別利益           

１  投資有価証券売却益   93   －     

２  償却債権取立益   10   9     

３  その他   － 104 0.2 0 10 0.0 

Ⅶ  特別損失           

１  固定資産売却損 ※3 0   0     

２  固定資産除却損 ※4 0   6     

３  減損損失 ※5 －   431     

４  事業再構築費用 ※6 567 568 1.1 76 514 1.0 

税金等調整前当期純利益    365 0.7  381 0.7 

法人税、住民税及び事業税   273   306     

法人税等調整額   △ 174 98 0.2 175 481 0.9 

当期純利益（△は当期純損失）    266 0.5  △ 99 △ 0.2 

                



③  【連結剰余金計算書】 
  

  
  
  

    
前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日 

至  平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成17年４月１日 

至  平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

            

（資本剰余金の部）           

Ⅰ  資本剰余金期首残高   5,925   5,925 

Ⅱ  資本剰余金期末残高   5,925   5,925 

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ  利益剰余金期首残高   9,126   9,014 

Ⅱ  利益剰余金増加高        

１  当期純利益  266 266 － － 

Ⅲ  利益剰余金減少高        

１  配当金  378  378   

２  当期純損失  － 378 99 478 

Ⅳ  利益剰余金期末残高   9,014   8,535 

            



④  【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

    
前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日 

至  平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成17年４月１日 

至  平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

        

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前当期純利益   365 381 

減価償却費   334 299 

減損損失   － 431 

貸倒引当金の増減額（△減少）   69 59 

商品調整引当金の増減額（△減少）   △ 53 144 

賞与引当金の増減額（△減少）   △ 64 △ 80 

販売促進引当金の増減額（△減少）   97 56 

利息返還損失引当金の増減額（△減少）   － 12 

退職給付引当金の増減額（△減少）   104 149 

役員退職慰労引当金の増減額（△減少）   △ 4 9 

受取利息及び受取配当金   △ 15 △ 17 

資金原価及び支払利息   110 118 

投資有価証券の評価・売却損益（△減少）   △ 93 － 

固定資産の売却・除却損益   13 12 

営業債権の増減額（△増加）   △ 1,375 7 

たな卸資産の増減額（△増加）   △ 573 100 

その他流動資産の増減額（△増加）   △ 91 △ 34 

仕入債務の増減額（△減少）   △ 523 △ 170 

その他流動負債の増減額（△減少）   356 34 

その他   106 239 

小計   △ 1,237 1,754 

利息及び配当金の受取額   15 17 

利息の支払額   △ 113 △ 122 

法人税等の支払額   △ 210 △ 306 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △ 1,545 1,342 

        

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー       

有形固定資産の取得による支出   △ 118 △ 82 

有形固定資産の売却による収入   0 10 

投資有価証券の取得による支出   △ 78 △ 86 

投資有価証券の売却による収入   92 99 

その他   1 △ 3 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △ 102 △ 61 



  

  
  
  

次へ 
  
  
  

    
前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日 

至  平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成17年４月１日 

至  平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

        

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入れによる収入   1,250 3,460 

短期借入金の返済による支出   △ 1,200 △ 3,510 

長期借入れによる収入   800 1,600 

長期借入金の返済による支出   △ 376 △ 679 

自己株式の取得による支出   △ 1 △ 0 

少数株主からの払込みによる収入   － 5 

配当金の支払額   △ 378 △ 379 

財務活動によるキャッシュ・フロー   92 497 

        

Ⅳ  現金及び現金同等物の増減額（△減少）   △ 1,554 1,778 

        

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高   3,636 2,082 

        

Ⅵ  現金及び現金同等物の期末残高   2,082 3,860 

        



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

  

子会社４社は全て連結しております。 
なお、連結子会社名は「第１  企業の概況  ４  関係会社

の状況」に記載しているため、省略しております。 

  

１．連結の範囲に関する事項 

  

子会社５社は全て連結しております。 
㈱ムトウサービス 
㈱ムトウ流通センター 
㈱ムトウクレジット 
㈱ミック 
武藤系統信息咨詢（上海）有限公司 
当連結会計年度より、新たに設立した武藤系統信息咨詢

（上海）有限公司を連結の範囲に含めております。 
  

２．持分法の適用に関する事項 

  

該当事項はありません。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

  

（１）持分法適用の関連会社 

  

当連結会計年度より、新たに設立した関連会社㈱ムトウ

ヤマノ１社に対する投資について持分法を適用しておりま

す。 

  

（２）持分法適用会社㈱ムトウヤマノの決算日は、連結決算日

と異なっていますが、同社の会計期間に係る財務諸表を使用

しております。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  

連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
  

連結子会社のうち、決算日が連結決算日（３月31日）と異

なる会社は武藤系統信息咨詢（上海）有限公司（12月31日）

であります。連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日

との差異が３ヶ月を超えないので、当該子会社の財務諸表を

基礎として連結しております。連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

  

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

  

①  有価証券 

  

その他有価証券 

  

時価のあるもの 

  

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

  

時価のないもの 

  

移動平均法による原価法 

  

４．会計処理基準に関する事項 

  

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

  

①  有価証券 

  

その他有価証券 

  

時価のあるもの 

  

同    左 

  

  

  

時価のないもの 

  

同    左 

②  たな卸資産 

  

主として先入先出法による原価法 

  

②  たな卸資産 

  

同    左 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  

①  有形固定資産 

  

主として定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く。）については、定額法を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物    ３～50年 

  

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  

①  有形固定資産 

  

同    左 

  



 
 

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

②  無形固定資産 

  

市場販売目的のソフトウェア 

  

見込販売数量（有効期間３年以内）に基づく方法 

  

②  無形固定資産 

  

市場販売目的のソフトウェア 

  

同    左 

自社利用のソフトウェア 

  

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

  

自社利用のソフトウェア 

  

同    左 

（３）重要な引当金の計上基準 

  

①  商品調整引当金 

  

連結会計年度末カタログ商品の旧型化損失に備えるた

め、商品ジャンル別に次式により見積計上しておりま

す。 

  

（カタログ商品連結会計年度末在高）×（過去３連結

会計年度の旧型化商品発生率）×（過去３連結会計年度

の平均処分損率） 

  

（３）重要な引当金の計上基準 

  

①  商品調整引当金 

  

同    左 

②  貸倒引当金 

  

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、連結会

計年度末の一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

  

②  貸倒引当金 

  

同    左 

  

③  賞与引当金 

  

使用人及び使用人としての職務を有する役員に対して

支給する賞与に充てるため、支給予定見積額の当連結会

計年度負担分を計上しております。 

  

③  賞与引当金 

  

同    左 

④  販売促進引当金 

  

販売促進を目的とするポイント制度により、発行した

ポイントの利用に備えるため、ポイントの利用実績率に

基づき、将来利用されると見込まれる額を計上しており

ます。 

（追加情報） 

平成16年４月より、販売促進を目的としてポイント制

度を導入したことに伴い、当連結会計年度より「販売促

進引当金」を計上しております。 

当連結会計年度に発生した販売促進引当金繰入額 97百

万円を販売費及び一般管理費に計上しております。 

  

④  販売促進引当金 

  

販売促進を目的とするポイント制度により、発行した

ポイントの利用に備えるため、ポイントの利用実績率に

基づき、将来利用されると見込まれる額を計上しており

ます。 

  

  ⑤  利息返還損失引当金 

  

利息返還請求による損失に備えるため、当連結会計年
度末における損失発生見込額を計上しております。 
（追加情報） 

昨今における法的債務整理事案の増加に伴い、利息返

還金及び貸倒関連費用が増加していること、並びに当連
結会計年度において、みなし弁済規定の適用を厳格に解
する最高裁判決が出されたことに伴い、将来の利息返還
費用の重要性も高まってきたため、当連結会計年度より
利息返還請求による損失発生見込額を計上しておりま
す。 
これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益はそれぞれ 12百万円減少しております。 
  



 
 

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

⑤  退職給付引当金 

  

従業員の退職給付に備えるため、連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、連結

会計年度末において発生していると認められる額を計上

しております。 

なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。 

（追加情報） 

連結財務諸表提出会社及び連結子会社が加入するムト

ウ企業年金基金は、厚生年金基金の代行部分の過去分に

ついて、平成16年５月13日に国に返還額（最低責任準備

金）の納付を行いました。これに伴う損益への影響は軽

微であります。 

  

⑥  退職給付引当金 

  

従業員の退職給付に備えるため、連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、連結

会計年度末において発生していると認められる額を計上

しております。 

なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。 

  

⑥  役員退職慰労引当金 

  

役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく連

結会計年度末所要額を計上しております。 

  

⑦  役員退職慰労引当金 

  

同    左 

（４）重要なリース取引の処理方法 

  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

（４）重要なリース取引の処理方法 

  

同    左 

（５）重要なヘッジ会計の方法 

  

①  ヘッジ会計の方法 

  

繰延ヘッジ処理によっております。 

ただし、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップにつ

いては、特例処理を採用しております。 

  

（５）重要なヘッジ会計の方法 

  

①  ヘッジ会計の方法 

  

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につい

ては振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップについては特例処理によっております。 

  

②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

  

ヘッジ手段  金利スワップ 

ヘッジ対象  借入金 

  

②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

  

ヘッジ手段    ヘッジ対象 

為替予約      外貨建金銭債権債務 

金利スワップ  借入金 

  

③  ヘッジ方針 

  

借入金の将来の金利変動によるリスクをヘッジしてお

ります。 

  

③  ヘッジ方針 

  

外貨建金銭債権債務の為替相場の変動リスク及び借入

金の将来の金利変動によるリスクをヘッジしておりま

す。 

  

④  ヘッジ有効性評価の方法 

  

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条

件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続し

て、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺

するものと想定することができるため、ヘッジの有効性

の判定は省略しております。 

  

④  ヘッジ有効性評価の方法 

  

同    左 



 
 

  
  
  

次へ 
  
  
  

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  

消費税等の会計処理 

  

税抜方式によっております。 

  

（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  

消費税等の会計処理 

  

同    左 

  

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法

によっております。 

  

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  

同    左 

  

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

  

連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。 

なお、連結調整勘定の償却は終了しております。 

  

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

  

同    左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会

計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 

  

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  

同    左 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現

金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

  

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  

同    左 



会計処理の方法の変更 
  

  
  
  
表示方法の変更 
  

  
  
  

前へ    次へ 
  
  
  

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

１．前連結会計年度まで連結損益計算書において営業外収益に

計上していた収納代行手数料については、当連結会計年度よ

り売上高として処理する方法に変更しております。 

この変更は、当該手数料が営業活動の成果であること、金
額的重要性が増加したことにより、損益区分をより適正にす
るために行ったものであります。 
この変更により、従来の方法に比べ、売上高及び営業利益

は 28百万円増加していますが、経常利益及び税金等調整前当

期純利益に与える影響はありません。 

なお、セグメント情報に与える影響は、（セグメント情

報）に記載しております。 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 
当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会  平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号  平成15年10月31日）を適用しております。これによ

り、税金等調整前当期純利益は 431百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

２．前連結会計年度まで連結損益計算書において営業外収益及

び営業外費用に計上していたカタログ売却に係る収益及び費

用については、当連結会計年度より販売費及び一般管理費及

びその控除項目として処理する方法に変更しております。 

この変更は、カタログ売却に係る収益及び費用の金額的重
要性が増加したことにより、会社が負担する費用の実態を明
確にし、損益区分をより適正にするために行ったものであり
ます。 
この変更により、従来の方法に比べ、営業利益は 59百万円

増加していますが、経常利益及び税金等調整前当期純利益に

与える影響はありません。 

なお、セグメント情報に与える影響は、（セグメント情

報）に記載しております。 

  

  

３．前連結会計年度まで連結損益計算書において営業外収益に

計上していた社宅家賃の賃貸料収入については、当連結会計

年度より売上原価及び販売費及び一般管理費から控除する方

法に変更しております。 

この変更は、会社が負担する費用の実態を明確にし、損益
区分をより適正にするために行ったものであります。 
この変更により、従来の方法に比べ、売上原価は 3百万円

減少し、営業利益は 35百万円、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は 0百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、（セグメント情
報）に記載しております。 

  

  

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

前連結会計年度まで連結損益計算書において、営業外収益

の「その他」に含めて表示していた仕入割引は、営業外収益

の 100分の10を超えたため、当連結会計年度から「仕入割

引」として表示することに変更しました。 

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている仕入割

引は 31百万円であります。 

  

  



注記事項 
  
（連結貸借対照表関係） 
  

  
  
（連結損益計算書関係） 
  

前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

  ※１  関連会社に対するものは次のとおりであります。 

           投資有価証券（株式） 35 百万円  

    

※２  連結財務諸表提出会社の発行済株式総数は、普通株式 
26,470,650株であります。 

※２  同    左 

    

※３  連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 
1,223,966株であります。 

※３  連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 
1,225,200株であります。 

    

４  偶発債務 ４  偶発債務 

従業員持家融資制度に基づく企業集団従業員の銀行借入

金の保証 
従業員持家融資制度に基づく企業集団従業員の銀行借入

金の保証 

  18 百万円    17 百万円  

    

５  連結子会社（㈱ムトウクレジット）においては、キャッ
シング業務等を行っております。当該業務における当座貸
越契約及び貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は次
のとおりであります。 

５  連結子会社（㈱ムトウクレジット）においては、キャッシ
ング業務等を行っております。当該業務における当座貸越
契約及び貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は次の
とおりであります。 

  
当座貸越極度額及び貸出コミットメン

トの総額 
5,512 百万円    

当座貸越極度額及び貸出コミットメン

トの総額 
5,752 百万円  

  貸出実行残高 3,368 百万円    貸出実行残高 3,526 百万円  

  差引額 2,144 百万円    差引額 2,225 百万円  

なお、上記当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に
おいては、借入人の資金使途、信用状態等に関する審査を
貸出の条件としているものが含まれているため、必ずしも
当連結会計年度末の未実行残高 2,144百万円全額が貸出実
行されるものではありません。 

なお、上記当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に
おいては、借入人の資金使途、信用状態等に関する審査を
貸出の条件としているものが含まれているため、必ずしも
当連結会計年度末の未実行残高 2,225百万円全額が貸出実
行されるものではありません。 

    

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

※１  売上原価には、商品調整引当金戻入額 53百万円が含まれ

ております。 
※１  売上原価には、商品調整引当金繰入額 144百万円が含ま

れております。 

    

  
※２  売上原価には、研究開発費 64百万円が含まれておりま

す。 

    

※３  固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３  固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 

  機械装置及び運搬具 0 百万円    機械装置及び運搬具 0 百万円  

           工具器具及び備品 0 百万円  

           計 0 百万円  

    

※４  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※４  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 

  建物及び構築物 0 百万円    建物及び構築物 4 百万円  

  機械装置及び運搬具 0 百万円    工具器具及び備品 1 百万円  

  工具器具及び備品 0 百万円    機械装置及び運搬具 0 百万円  

  計 0 百万円    計 6 百万円  

    



 
 

  
  
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
  

  
  
  

前へ    次へ 
  
  
  

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

  ※５  減損損失 

  
当連結会計年度において、連結財務諸表提出会社及び連

結子会社は以下の資産グループについて減損損失を計上しま
した。 

   場所 用途 種類  

   静岡県浜松市 事業用資産 土地・建物等  

  

連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、減損損失の算
定に当たって、事業の種類別セグメント単位に、投資の意思
決定を行う事業を基礎として資産のグルーピングを行ってお
りますが、賃貸用資産として利用している資産については、
物件毎に一つの資産グループとしております。 
通信販売事業のうち、営業活動から生じる損益が継続し

てマイナスの資産グループ及び資産の処分に関する意思決定
を行った資産グループについて帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失（ 431百万円）として特別損
失に計上しております。 
減損損失の内訳は、土地 311百万円、建物 83百万円、電

話加入権 33百万円及びその他 2百万円であります。 
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額に

より算定しており、土地については主として路線価等に基づ
いて評価し、建物等については零として評価しております。

    

※６  事業再構築費用の内訳は、次のとおりであります。 ※６  事業再構築費用の内訳は、次のとおりであります。 

  特別退職金 495 百万円    店舗撤退費用 76 百万円  

  その他 72 百万円           

  計 567 百万円           

    

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係（平成17年３月

31日） 

現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係（平成18年３月

31日） 

  現金及び預金勘定 2,082 百万円    現金及び預金勘定 3,860 百万円  

  現金及び現金同等物 2,082 百万円    現金及び現金同等物 3,860 百万円  

    



  
（リース取引関係） 
  

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

    

１．借手側 １．借手側 

    

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

   
取得価額相当額

（百万円） 

減価償却累計

額相当額 

（百万円） 

期末残高相当

額（百万円）
    

取得価額相当額

（百万円） 

減価償却累計

額相当額 

（百万円） 

期末残高相当

額（百万円） 
 

 
建物及び構築

物 
7 1 5   

建物及び構築

物 
7 3 3  

 
その他の有形

固定資産 
1,251 780 470   

その他の有形

固定資産 
1,126 492 633  

 無形固定資産 265 119 146   無形固定資産 277 139 138  

 合計 1,524 902 622   合計 1,410 635 775  

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込
み法」により、算定しております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込
み法」により、算定しております。 

    

上記金額は、「支払利子込み法」により算定した金額で
あり、支払利息相当額を控除した金額は、次のとおりであり
ます。 

  

   
取得価額相当額

（百万円） 

減価償却累計

額相当額 

（百万円） 

期末残高相当

額（百万円）
   

 
建物及び構築

物 
6 1 5    

 
その他の有形

固定資産 
1,193 745 447    

 無形固定資産 255 115 140    

 合計 1,456 862 593    

    

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 263 百万円    １年内 255 百万円  

  １年超 358 百万円    １年超 519 百万円  

  計 622 百万円    計 775 百万円  

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、「支払利子込み法」により、算定しております。 

同    左 

  

  

    

上記金額は、「支払利子込み法」により算定した金額で
あり、支払利息相当額を控除した金額は、次のとおりであり
ます。 

  

  １年内 257 百万円    

  １年超 349 百万円    

  計 607 百万円    

    



 
 

  
  
  

前へ    次へ 
  
  
  

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 （３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失 

  支払リース料 297 百万円    支払リース料 304 百万円  

  減価償却費相当額 297 百万円    減価償却費相当額 304 百万円  

    

（４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。 
同    左 

  

    

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

    

    

２．貸手側 ２．貸手側 

    

（１）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 
（１）リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累計

額及び期末残高 

   
取得価額 

（百万円） 
減価償却累計

額（百万円） 
期末残高 

（百万円） 
    

取得価額 

（百万円） 
減価償却累計

額（百万円） 
期末残高 

（百万円） 
 

 
その他の有形

固定資産 
43 38 4   

その他の有形

固定資産 
0 0 0  

 無形固定資産 1 1 0            

 合計 44 39 4            

    

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 3 百万円     １年内 － 百万円  

  １年超 － 百万円     １年超 － 百万円  

  計 3 百万円     計 － 百万円  

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が、営業債権の

期末残高等に占める割合が低いため、「受取利子込み法」に

より、算定しております。 

同    左 

  

  

  

    

（３）受取リース料及び減価償却費 （３）受取リース料及び減価償却費 

  受取リース料 19 百万円     受取リース料 3 百万円  

  減価償却費 15 百万円     減価償却費 2 百万円  

    

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

    



  
（有価証券関係） 
  
前連結会計年度（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
  
１．売買目的有価証券（平成17年３月31日） 
  

該当事項はありません。 
  
  
２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 
  

該当事項はありません。 
  
  
３．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 
  

  
  
４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 
  

該当事項はありません。 
  
  
５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
  

  

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

（１）株式 680 1,671 991 

（２）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

（３）その他 － － － 

小計 680 1,671 991 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの       

（１）株式 183 178 △ 5 

（２）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

（３）その他 － － － 

小計 183 178 △ 5 

合計 863 1,849 986 

（注）株式の減損にあたっては、連結会計年度末日の時価が取得原価に比べて原則として 30％以上下落した株式につ
いて行っております。 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 

82 93 



  
６．時価評価されていない有価証券（平成17年３月31日） 
  

  
  
７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成17年３月31日） 
  

該当事項はありません。 
  
  
  
当連結会計年度（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 
  
１．売買目的有価証券（平成18年３月31日） 
  

該当事項はありません。 
  
  
２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 
  

該当事項はありません。 
  
  
３．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 
  

  

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

（１）満期保有目的の債券 － 

（２）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く。） 149 

合計 149 

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

（１）株式 757 2,218 1,460 

（２）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

（３）その他 － － － 

小計 757 2,218 1,460 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの       

（１）株式 51 40 △ 10 

（２）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

（３）その他 － － － 

小計 51 40 △ 10 

合計 808 2,258 1,450 

（注）株式の減損にあたっては、連結会計年度末日の時価が取得原価に比べて原則として 30％以上下落した株式につ
いて行っております。 



  
４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 
  

該当事項はありません。 
  
  
５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
  

  
  
６．時価評価されていない有価証券（平成18年３月31日） 
  

  
  
７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成18年３月31日） 
  

  
  
  

前へ    次へ 
  
  
  

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 

99 － 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

（１）満期保有目的の債券 － 

（２）その他有価証券   

非上場株式 141 

債券   

社債 50 

合計 191 

区分 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

（１）債券         

国債・地方債等 － － － － 

社債 － 50 － － 

その他 － － － － 

（２）その他 － － － － 

合計 － 50 － － 



  
（デリバティブ取引関係） 
  
前連結会計年度（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
  
１．取引の状況に関する事項 
  
（１）取引の内容 

  
（２）取引に対する取組方針 

  
（３）取引の利用目的 

  
（４）取引に係るリスクの内容 

  
（５）取引に係るリスク管理体制 

  
（６）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

  
  
２．取引の時価等に関する事項（平成17年３月31日） 
  

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 
  

利用しているデリバティブ取引は、金利関連の金利キャップ取引であります。 

デリバティブ取引は、将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で
あります。 

デリバティブ取引は、借入金等の将来の金利市場における金利上昇による変動リスクを回避する目的で利用
しております。 
なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 
ヘッジ会計の方法            繰延ヘッジ処理によっております。 

ただし、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採
用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段                金利スワップ 
ヘッジ対象                借入金 
ヘッジ方針                  借入金の将来の金利変動によるリスクをヘッジしております。 
ヘッジ有効性評価の方法      ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ

ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を
完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判断は省
略しております。 

取引の契約先は信用力の高い金融機関であり、信用リスクはほとんどないと認識しております。 
また、金利キャップ取引は市場金利の変動によるリスクはほとんどないと認識しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担
当部門が決裁者の承認を得て行っております。 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、
又は計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありませ
ん。 



  
  
当連結会計年度（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 
  
１．取引の状況に関する事項 
  
（１）取引の内容 

  
（２）取引に対する取組方針 

  
（３）取引の利用目的 

  
（４）取引に係るリスクの内容 

  
（５）取引に係るリスク管理体制 

  
（６）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

  
  
２．取引の時価等に関する事項（平成18年３月31日） 
  

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 
  
  
  

前へ    次へ 
  
  
  

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連の為替予約取引及び金利関連の金利スワップ取引であります。 

デリバティブ取引は、将来の為替及び金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ
ない方針であります。 

デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務等の為替相場の変動リスク及び借入金等の将来の金利市場におけ
る金利上昇による変動リスクを回避する目的で利用しております。 
なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 
ヘッジ会計の方法            繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特例
処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっておりま
す。 

ヘッジ手段とヘッジ対象      ヘッジ手段    ヘッジ対象 
為替予約      外貨建金銭債権債務 
金利スワップ  借入金 

ヘッジ方針                  外貨建金銭債権債務の為替相場の変動リスク及び借入金の将来の金利変動に
よるリスクをヘッジしております。 

ヘッジ有効性評価の方法      ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ
ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を
完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判断は省
略しております。 

取引の契約先は信用力の高い金融機関であり、信用リスクはほとんどないと認識しております。 
また、金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクはほとんどないと認識しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担
当部門が決裁者の承認を得て行っております。 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、
又は計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありませ
ん。 



  
（退職給付関係） 
  
前連結会計年度（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
  
１．採用している退職給付制度の概要 
  

  
  
２．退職給付債務に関する事項（平成17年３月31日） 
  

  
  
３．退職給付費用に関する事項 
  

  
  
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  

  
  

連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度を設けております。ま
た、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職
金を支払う場合があります。 
なお、厚生年金基金の代行部分の過去分について、平成16年５月13日に国へ返還額（最低責任準備金）の納付
を行いました。これに伴う損益への影響は軽微であります。 

  イ．退職給付債務 △ 9,318 百万円   

  ロ．年金資産 6,819 百万円   

  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 2,499 百万円   

  ニ．未認識数理計算上の差異 2,151 百万円   

  ホ．未認識過去勤務債務 240 百万円   

  ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △ 106 百万円   

  
（注）連結貸借対照表上、翌連結会計年度に支払う予定の割増退職金 507百万円は、流動負債の「未払金」に
含めて計上しており、退職給付引当金に含めておりません。 

  イ．勤務費用 353 百万円   

  ロ．利息費用 190 百万円   

  ハ．期待運用収益 △ 134 百万円   

  ニ．数理計算上の差異の費用処理額 314 百万円   

  ホ．過去勤務債務の費用処理額 21 百万円   

  ヘ．割増退職金 537 百万円   

  ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 1,281 百万円   

  チ．厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益 △ 5 百万円   

  計（ト＋チ） 1,276 百万円   

  イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

  ロ．割引率 2.0 ％ 

  ハ．期待運用収益率 2.0 ％ 

  

ニ．数理計算上の差異の処理年数 10 年（発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による定額
法により、翌連結会計年度から費
用処理することとしておりま
す。） 

  

ホ．過去勤務債務の処理年数 10 年（発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による定額
法により、費用処理しておりま
す。） 



  
当連結会計年度（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 
  
１．採用している退職給付制度の概要 
  

  
  
２．退職給付債務に関する事項（平成18年３月31日） 
  

  
  
３．退職給付費用に関する事項 
  

  
  
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  

  
  
  

前へ    次へ 
  

連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度を設けております。ま
た、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職
金を支払う場合があります。 

  イ．退職給付債務 △ 9,528 百万円   

  ロ．年金資産 7,813 百万円   

  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 1,714 百万円   

  ニ．未認識数理計算上の差異 1,238 百万円   

  ホ．未認識過去勤務債務 219 百万円   

  ヘ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ） △ 256 百万円   

  イ．勤務費用 350 百万円   

  ロ．利息費用 186 百万円   

  ハ．期待運用収益 △ 136 百万円   

  ニ．数理計算上の差異の費用処理額 310 百万円   

  ホ．過去勤務債務の費用処理額 21 百万円   

  ヘ．割増退職金 1 百万円   

  ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 733 百万円   

  イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

  ロ．割引率 2.0 ％ 

  ハ．期待運用収益率 2.0 ％ 

  

ニ．数理計算上の差異の処理年数 10 年（発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による定額
法により、翌連結会計年度から費
用処理することとしておりま
す。） 

  

ホ．過去勤務債務の処理年数 10 年（発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による定額
法により、費用処理しておりま
す。） 



  
（税効果会計関係） 
  

  
  
  

前へ 
  
  
  

前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

    

  繰延税金資産        繰延税金資産      

  貸倒引当金 130 百万円    貸倒引当金 162 百万円  

  賞与引当金 186 百万円    賞与引当金 154 百万円  

  販売促進引当金 38 百万円    販売促進引当金 61 百万円  

  商品調整引当金 89 百万円    商品調整引当金 146 百万円  

  退職給付引当金 43 百万円    退職給付引当金 103 百万円  

  役員退職慰労引当金 54 百万円    役員退職慰労引当金 58 百万円  

  減価償却費 309 百万円    減価償却費 322 百万円  

  販売用カタログ費用等 70 百万円    販売用カタログ費用等 21 百万円  

  投資有価証券評価損 78 百万円    投資有価証券評価損 78 百万円  

  特別退職金 196 百万円    減損損失 171 百万円  

  繰越欠損金 795 百万円    繰越欠損金 897 百万円  

  その他 129 百万円    その他 103 百万円  

  繰延税金資産小計 2,122 百万円    繰延税金資産小計 2,282 百万円  

  評価性引当額 △ 795 百万円    評価性引当額 △ 1,132 百万円  

  繰延税金資産合計 1,326 百万円    繰延税金資産合計 1,150 百万円  

  繰延税金負債との相殺額 △ 399 百万円    繰延税金負債との相殺額 △ 388 百万円  

  繰延税金資産純額 927 百万円    繰延税金資産純額 761 百万円  

                  

  繰延税金負債        繰延税金負債      

  固定資産圧縮積立金 19 百万円    固定資産圧縮積立金 18 百万円  

  その他有価証券評価差額金 392 百万円    その他有価証券評価差額金 576 百万円  

  繰延税金負債合計 411 百万円    繰延税金負債合計 595 百万円  

  繰延税金資産との相殺額 △ 399 百万円    繰延税金資産との相殺額 △ 388 百万円  

  繰延税金負債純額 12 百万円    繰延税金負債純額 206 百万円  

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

差異の原因となった主な項目別の内訳 

    

  法定実効税率 39.8 ％    法定実効税率 39.8 ％  

  （調整）        （調整）      

  
交際費等永久に損金に算入されない

項目 
3.3 ％    

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
2.9 ％  

  
受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△ 0.8 ％    

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△ 0.9 ％  

  住民税均等割額等 12.4 ％    住民税均等割額等 5.5 ％  

  評価性引当額 △ 26.4 ％    評価性引当額 81.5 ％  

  その他 △ 1.3 ％    その他 △ 2.6 ％  

  
税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
27.0 ％    

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
126.2 ％  

    



  
（セグメント情報） 
  
【事業の種類別セグメント情報】 
  

前連結会計年度（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
  

  

  
通信販売事業
（百万円） 

金融事業 
（百万円） 

情報処理事業
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ  売上高及び営業損益               

売上高               

（１）外部顧客に対する売
上高 

44,701 1,822 2,366 1,696 50,586 － 50,586 

（２）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

316 36 1,079 25 1,458 ( 1,458) － 

計 45,018 1,858 3,445 1,722 52,045 ( 1,458) 50,586 

営業費用 44,998 1,577 3,297 1,739 51,613 ( 1,612) 50,000 

営業利益（△は営業損
失） 

19 281 148 △ 17 432 154 586 

Ⅱ  資産、減価償却費及び
資本的支出 

              

資産 32,043 16,098 958 582 49,683 ( 7,365) 42,317 

減価償却費 289 25 12 7 334 0 334 

資本的支出 92 10 1 20 124 － 124 

（注）１．事業区分の方法は、企業集団内の事業展開を基準として区分しております。 
２．事業区分の主要な内容 
（１）通信販売事業    カタログ通信販売業、商品の出荷・保管請負業 
（２）金融事業        割賦債権買取業、融資業 
（３）情報処理事業    情報処理業 
（４）その他の事業    衣料品の店舗小売業、法人向け商品斡旋業 
３．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用及びその償却額を含んでおります。 
４．収納代行手数料の会計処理の方法の変更 

「会計処理の方法の変更」に記載のとおり、収納代行手数料を当連結会計年度より売上高として処理する方法に変更し

ております。 

この変更により、従来の方法に比べ、通信販売事業の外部顧客に対する売上高は 28百万円、セグメント間の内部売上

高又は振替高は 8百万円増加し、営業利益は 36百万円増加しております。 

５．カタログ売却に係る収益及び費用の会計処理の方法の変更 

「会計処理の方法の変更」に記載のとおり、カタログ売却に係る収益及び費用を当連結会計年度より販売費及び一般管

理費及びその控除項目として処理する方法に変更しております。 

この変更により、従来の方法に比べ、通信販売事業の営業費用は 59百万円減少し、営業利益は同額増加しておりま

す。 

６．社宅家賃の賃貸料収入の会計処理の方法の変更 

「会計処理の方法の変更」に記載のとおり、社宅家賃の賃貸料収入を当連結会計年度より売上原価及び販売費及び一般

管理費から控除する方法に変更しております。 

この変更により、従来の方法に比べ、通信販売事業の営業費用は 32百万円減少し、営業利益は同額増加し、情報処理

事業の営業費用は 3百万円減少し、営業利益は同額増加しております。 

７．販売促進引当金の計上 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（３）④（追加情報）に記載のとおり、販売促進引当金を当連

結会計年度より計上したことにより、通信販売事業の営業費用は 97百万円増加し、営業利益は同額減少しております。 



  
当連結会計年度（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

  

  
  
【所在地別セグメント情報】 
  

前連結会計年度（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
  

  
  

当連結会計年度（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 
  

  
  
【海外売上高】 
  

前連結会計年度（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
  

  
  

当連結会計年度（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 
  

  
通信販売事業
（百万円） 

金融事業 
（百万円） 

情報処理事業
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ  売上高及び営業損益               

売上高               

（１）外部顧客に対する売
上高 

45,235 1,928 2,920 1,578 51,663 － 51,663 

（２）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

321 5 1,079 26 1,433 ( 1,433) － 

計 45,556 1,934 4,000 1,605 53,096 ( 1,433) 51,663 

営業費用 45,452 1,682 3,867 1,567 52,569 ( 1,571) 50,998 

営業利益 104 252 132 37 527 137 664 

Ⅱ  資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出 

              

資産 31,676 16,063 1,063 295 49,098 ( 5,817) 43,281 

減価償却費 272 15 10 － 299 0 299 

減損損失 431 － － － 431 － 431 

資本的支出 60 33 19 － 113 － 113 

（注）１．事業区分の方法は、企業集団内の事業展開を基準として区分しております。 
２．事業区分の主要な内容 
（１）通信販売事業    カタログ通信販売業、商品の出荷・保管請負業 
（２）金融事業        割賦債権買取業、融資業 
（３）情報処理事業    ソフトウェアプロダクト業、システム開発受託業 
（４）その他の事業    衣料品の店舗小売業、法人向け商品斡旋業 
３．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用及びその償却額を含んでおります。 
４．利息返還損失引当金の計上 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（３）⑤（追加情報）に記載のとおり、利息返還損失引当金を
当連結会計年度より計上したことにより、金融事業の営業費用は 12百万円増加し、営業利益は同額減少しております。 

５．固定資産の減損に係る会計基準 

「会計処理の方法の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会  平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号  平成15年10月31日）を適用しております。 
これにより、通信販売事業は 431百万円の減損損失を計上しております。 

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも 
90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

海外売上高が連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



  
  
  
（関連当事者との取引） 
  
前連結会計年度（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
  

  
  
当連結会計年度（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 
  

  
  
  
（１株当たり情報） 
  

  
  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

  １株当たり純資産額 ７６４円３４銭   １株当たり純資産額 ７５６円４７銭 

  １株当たり当期純利益 １０円５５銭   １株当たり当期純損失 ３円９６銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。 

同    左 

    

（注）１株当たり当期純損益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前連結会計年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

  当期純利益 266 百万円    当期純損失 99 百万円  

  普通株主に帰属しない金額 － 百万円    普通株主に帰属しない金額 － 百万円  

  普通株式に係る当期純利益 266 百万円    普通株式に係る当期純損失 99 百万円  

  期中平均株式数 25,248 千株    期中平均株式数 25,246 千株  

    



  
（重要な後発事象） 
  
前連結会計年度（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
  

  
  
当連結会計年度（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 
  
該当事項はありません。 

  
  
  

連結財務諸表提出会社は、呉服・宝飾品などの展示販売を中心としたエージェント事業の再生・拡大を図るた
め、株式会社ヤマノホールディングコーポレーション（以下「ＹＨＣ」という。）ならびにＹＨＣの連結子会社で
あるかねもり株式会社の三社間で訪問販売ビジネスにおける戦略的提携を行いました。これに基づき、平成１７年
４月１日にエージェント事業を会社分割により株式会社ムトウヤマノとして分社化した後、同月４日にかねもり株
式会社の出資により合弁会社といたしました。 
  
（１）新設会社の概要 
  
①  商号        株式会社ムトウヤマノ 
  
②  事業内容    呉服・和装小物・宝飾品・寝装品・洋装品・家庭用品・健康商材等の販売及びその他これに

付随する一切の事業 
  
③  設立年月日  平成１７年４月１日 
  
④  資本金      ７５百万円 
  
⑤  本店所在地  東京都渋谷区代々木一丁目３０番７号 
  
⑥  出資比率    かねもり株式会社６０％、連結財務諸表提出会社４０％ 
  

（２）会社設立の要旨 
  
①  日程 

分割計画書承認取締役会  平成１７年２月１８日 
分割期日                平成１７年４月１日 
第三者割当増資          平成１７年４月４日 

  
②  会社分割の方式 

連結財務諸表提出会社を分割会社とし、「株式会社ムトウヤマノ」を承継会社とする分社型新設分割で
す。 
なお、本分割により新設会社に承継する資産の合計額が連結財務諸表提出会社資産の合計額の２０分の１
を超えないため、商法第３７４条ノ６第１項の規定により、株主総会の承認を得ずに分割（簡易分割）いた
しました。 

  
③  株式の割当 

会社分割に際し、新会社が発行した株式は、すべて連結財務諸表提出会社に割当されました。新会社は会
社分割後、平成１７年４月４日にかねもり株式会社に第三者割当増資を行い、出資比率は前記のとおり、か
ねもり株式会社６０％、連結財務諸表提出会社４０％となりました。 



  
⑤  【連結附属明細表】 

  
【社債明細表】 

  

  
  

【借入金等明細表】 
  

  
  
  
（２）【その他】 
  

  
  
  

該当事項はありません。 

区分 
前連結会計年度末残高

（百万円） 
当連結会計年度末残高

（百万円） 
平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 400 400 0.80 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 729 3,584 1.15 － 

長期借入金（１年以内に返済予定の
ものを除く。） 

7,284 5,300 1.31 平成19年～23年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 8,413 9,284 － － 

（注）１．平均利率については、借入金等の連結会計年度末残高に対する加重平均利率を記載しております。 
２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額
の総額 

  区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

  長期借入金 2,700 500 500 1,600 

該当事項はありません。 



２  【財務諸表等】 
  
（１）【財務諸表】 
  

①  【貸借対照表】 
  

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％） 
金額（百万円） 

構成比

（％） 

（資産の部）               

Ⅰ  流動資産               

１  現金及び預金    1,348   2,617   

２  受取手形    21   2   

３  売掛金 ※3  9,502   8,872   

４  商品    2,605   2,686   

５  未着商品    －   24   

６  商品調整引当金    △ 224   △ 369   

７  前渡金    13   34   

８  前払費用    961   970   

９  関係会社短期貸付金    4,700   2,200   

10  未収入金    518   509   

11  繰延税金資産    580   347   

12  その他    20   14   

13  貸倒引当金    △ 104   △ 114   

流動資産合計    19,941 63.8  17,796 57.7 

Ⅱ  固定資産           

（１）有形固定資産           

１  建物   5,208   5,138     

減価償却累計額   △ 3,412 1,795  △ 3,547 1,591   

２  構築物   324   321     

減価償却累計額   △ 254 69  △ 258 62   

３  機械及び装置   95   95     

減価償却累計額   △ 88 6  △ 89 5   

４  車両及び運搬具   13   8     

減価償却累計額   △ 13 0  △ 7 0   

５  工具器具及び備品   306   313     

減価償却累計額   △ 255 51  △ 251 62   

６  土地    4,805   4,494   

有形固定資産合計    6,730 21.6  6,216 20.2 

（２）無形固定資産           

１  電話加入権    33   －   

２  ソフトウェア    22   7   

無形固定資産合計    55 0.2  7 0.0 



 
 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％） 
金額（百万円） 

構成比

（％） 

            

（３）投資その他の資産           

１  投資有価証券    1,994   2,443   

２  関係会社株式    386   473   

３  出資金    0   0   

４  関係会社長期貸付金    2,000   3,800   

５  その他    165   124   

６  貸倒引当金    △ 39   △ 36   

投資その他の資産合計    4,507 14.4  6,805 22.1 

固定資産合計    11,294 36.2  13,029 42.3 

資産合計    31,235 100.0  30,825 100.0 

                



  

  
  
  

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％） 
金額（百万円） 

構成比

（％） 

（負債の部）               

Ⅰ  流動負債               

１  支払手形    3,545   3,377   

２  買掛金    4,542   4,678   

３  短期借入金    400   1,700   

４  未払金    2,047   1,806   

５  未払費用    2   2   

６  未払法人税等    80   38   

７  未払消費税等    86   91   

８  預り金    352   454   

９ 前受収益    －   0   

10  賞与引当金    269   193   

11  販売促進引当金    97   154   

流動負債合計    11,424 36.6  12,495 40.5 

Ⅱ  固定負債           

１  長期借入金    2,300   1,000   

２  繰延税金負債    12   206   

３  退職給付引当金    59   172   

４  役員退職慰労引当金    119   130   

５  その他    18   18   

固定負債合計    2,510 8.0  1,527 5.0 

負債合計    13,934 44.6  14,023 45.5 

                

（資本の部）           

Ⅰ  資本金 ※1  4,453 14.2  4,453 14.4 

Ⅱ  資本剰余金           

（１）資本準備金   5,925   5,925     

資本剰余金合計    5,925 19.0  5,925 19.2 

Ⅲ  利益剰余金           

（１）利益準備金   601   601     

（２）任意積立金           

１  固定資産圧縮積立金   28   28     

２  別途積立金   6,340   5,840     

任意積立金合計   6,368   5,868     

（３）当期未処分利益（△は当期未処

理損失） 
  50   △ 225     

利益剰余金合計    7,020 22.5  6,243 20.3 

Ⅳ  その他有価証券評価差額金    592 1.9  871 2.8 

Ⅴ  自己株式 ※2  △ 690 △ 2.2  △ 691 △ 2.2 

資本合計    17,301 55.4  16,802 54.5 

負債資本合計    31,235 100.0  30,825 100.0 

                



②  【損益計算書】 
  

    
前事業年度 

（自  平成16年４月１日 

至  平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成17年４月１日 

至  平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分比

（％） 
金額（百万円） 

百分比

（％） 

                

Ⅰ  売上高    44,038 100.0  44,166 100.0 

Ⅱ  売上原価           

１  商品期首たな卸高   2,064   2,605     

２  当期商品仕入高   24,770   25,354     

３  他勘定振替高 ※1 9   14     

合計   26,824   27,945     

４  商品期末たな卸高   2,605   2,686     

差引計   24,219   25,259     

５  商品調整引当金繰入   －   144     

６  商品調整引当金戻入   53 24,165 54.9 － 25,404 57.5 

売上総利益    19,872 45.1  18,761 42.5 

Ⅲ  販売費及び一般管理費           

１  販売手数料   353   96     

２  運賃諸掛   2,731   2,947     

３  広告宣伝費   9,111   9,478     

４  販売促進引当金繰入   97   56     

５  貸倒引当金繰入   138   124     

６  給料手当   2,835   2,023     

７  賞与引当金繰入   269   193     

８  退職給付費用   513   466     

９  役員退職慰労引当金繰入   20   25     

10  通信費   407   363     

11  減価償却費   176   169     

12  支払手数料   1,073   1,085     

13  その他   2,164 19,892 45.1 1,790 18,822 42.6 

営業損失    19 △ 0.0  60 △ 0.1 

Ⅳ  営業外収益           

１  受取利息 ※2 115   100     

２  有価証券利息   1   0     

３  受取配当金   30   28     

４  仕入割引   33   33     

５  不動産賃貸料 ※2 179   177     

６  雑収入   79 439 1.0 74 414 0.9 

Ⅴ  営業外費用           

１  支払利息   36   35     

２  公共下水道事業受益者負担金   －   9     

３  雑損失   3 39 0.1 8 54 0.1 

経常利益    380 0.9  299 0.7 



 
 

  
  
  

    
前事業年度 

（自  平成16年４月１日 

至  平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成17年４月１日 

至  平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分比

（％） 
金額（百万円） 

百分比

（％） 

                

Ⅵ  特別利益           

１  投資有価証券売却益   93 93 0.2 － － － 

Ⅶ  特別損失           

１  固定資産除却損 ※3 0   4     

２  減損損失 ※4 －   431     

３  事業再構築費用 ※5 562 563 1.3 － 435 1.0 

税引前当期純損失    88 △ 0.2  135 △ 0.3 

法人税、住民税及び事業税   44   19     

法人税等調整額   △ 141 △ 97 △ 0.2 242 261 0.6 

当期純利益（△は当期純損失）    8 0.0  △ 397 △ 0.9 

前期繰越利益    231   361   

中間配当額    189   189   

当期未処分利益（△は当期未処

理損失） 
   50   △ 225   

                



③  【利益処分計算書】 
  

  
  
  

次へ 
  
  
  

    
前事業年度 

（平成17年６月17日） 
当事業年度 

（平成18年６月20日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

            

Ⅰ  当期未処分利益（△は当期未処

理損失） 
  50   △ 225 

Ⅱ  任意積立金取崩高        

（１）別途積立金取崩高  500 500 800 800 

合計   550   574 

Ⅲ  利益処分額        

（１）配当金  189 189 189 189 

Ⅳ  次期繰越利益   361   384 

            

（注）日付は、株主総会承認の日であります。 



重要な会計方針 
  

前事業年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当事業年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  

（１）子会社株式 

  

移動平均法による原価法 

  

（２）その他有価証券 

  

時価のあるもの 

  

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  

時価のないもの 

  

移動平均法による原価法 

  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  

（１）子会社株式及び関連会社株式 

  

同    左 

  

（２）その他有価証券 

  

時価のあるもの 

  

同    左 

  

  

  

時価のないもの 

  

同    左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  

先入先出法による原価法 

  

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  

同    左 

３．固定資産の減価償却の方法 

  

（１）有形固定資産 

  

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く。）については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物      ３～50年 

構築物    ７～40年 

  

３．固定資産の減価償却の方法 

  

（１）有形固定資産 

  

同    左 

（２）無形固定資産 

  

自社利用のソフトウェア 

  

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

  

（２）無形固定資産 

  

同    左 

４．引当金の計上基準 

  

（１）商品調整引当金 

  

事業年度末カタログ商品の旧型化損失に備えるため、商

品ジャンル別に次式により見積計上しております。 

  

（カタログ商品事業年度末在高）×（過去３事業年度の

旧型化商品発生率）×（過去３事業年度の平均処分損率） 

  

４．引当金の計上基準 

  

（１）商品調整引当金 

  

同    左 

（２）貸倒引当金 

  

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、事業年度

末の一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

  

（２）貸倒引当金 

  

同    左 

（３）賞与引当金 

  

使用人及び使用人としての職務を有する役員に対して支

給する賞与に充てるため、支給予定見積額の当事業年度負担

分を計上しております。 

  

（３）賞与引当金 

  

同    左 



 
 

前事業年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当事業年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

（４）販売促進引当金 

  

販売促進を目的とするポイント制度により、発行したポ

イントの利用に備えるため、ポイントの利用実績率に基づ

き、将来利用されると見込まれる額を計上しております。 

（追加情報） 

平成16年４月より、販売促進を目的としてポイント制度

を導入したことに伴い、当事業年度より「販売促進引当金」

を計上しております。 

当事業年度に発生した販売促進引当金繰入額 97百万円を

販売費及び一般管理費に計上しております。 

  

（４）販売促進引当金 

  

販売促進を目的とするポイント制度により、発行したポ

イントの利用に備えるため、ポイントの利用実績率に基づ

き、将来利用されると見込まれる額を計上しております。 

  

（５）退職給付引当金 

  

従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、事業年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。 

なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用

処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

（追加情報） 
当社が加入するムトウ企業年金基金は、厚生年金基金の

代行部分の過去分について、平成16年５月13日に国に返還額
（最低責任準備金）の納付を行いました。これに伴う損益へ
の影響は軽微であります。 

  

（５）退職給付引当金 

  

従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、事業年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。 

なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用

処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

  

（６）役員退職慰労引当金 

  

役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく事業

年度末所要額を計上しております。 

  

（６）役員退職慰労引当金 

  

同    左 

５．割賦販売の会計処理 

  

割賦販売売上高については、一般販売売上高と同一の販売

基準を採用しております。 

  

５．割賦販売の会計処理 

  

同    左 

６．リース取引の処理方法 

  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

６．リース取引の処理方法 

  

同    左 

７．ヘッジ会計の方法 

  

（１）ヘッジ会計の方法 

  

繰延ヘッジ処理によっております。 

ただし、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについ

ては、特例処理を採用しております。 

  

７．ヘッジ会計の方法 

  

（１）ヘッジ会計の方法 

  

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理によっております。 

  

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  

ヘッジ手段  金利スワップ 

ヘッジ対象  借入金 

  

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  

ヘッジ手段    ヘッジ対象 

為替予約      外貨建金銭債権債務 

  

（３）ヘッジ方針 

  

借入金の将来の金利変動によるリスクをヘッジしており

ます。 

  

（３）ヘッジ方針 

  

外貨建金銭債権債務の為替相場の変動リスクをヘッジし

ております。 

  



 
 

  
  
  

次へ 
  
  
  

前事業年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当事業年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 

  

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件

が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続して、相

場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと

想定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略し

ております。 

  

（４）ヘッジ有効性評価の方法 

  

ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することが

できるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

消費税等の会計処理 

  

税抜方式によっております。 

  

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

消費税等の会計処理 

  

同    左 



会計処理の方法の変更 
  

  
  
  

前へ    次へ 
  
  
  

前事業年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当事業年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

１．前事業年度まで損益計算書において営業外収益に計上して

いた収納代行手数料については、当事業年度より売上高とし

て処理する方法に変更しております。 

この変更は、当該手数料が営業活動の成果であること、金
額的重要性が増加したことにより、損益区分をより適正にす
るために行ったものであります。 
この変更により、従来の方法に比べ、売上高は 36百万円増

加し、営業損失は同額減少していますが、経常利益及び税引

前当期純損失に与える影響はありません。 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 
当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会  平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号  平

成15年10月31日）を適用しております。これにより、税引前

当期純利益は 431百万円減少し、税引前当期純損失が計上さ

れております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規

則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

  

２．前事業年度まで損益計算書において営業外収益及び営業外

費用に計上していたカタログ売却に係る収益及び費用につい

ては、当事業年度より販売費及び一般管理費及びその控除項

目として処理する方法に変更しております。 

この変更は、カタログ売却に係る収益及び費用の金額的重
要性が増加したことにより、会社が負担する費用の実態を明
確にし、損益区分をより適正にするために行ったものであり
ます。 
この変更により、従来の方法に比べ、営業損失は 59百万円

減少していますが、経常利益及び税引前当期純損失に与える

影響はありません。 

  

  

３．前事業年度まで損益計算書において営業外収益に計上して

いた社宅家賃の賃貸料収入については、当事業年度より販売

費及び一般管理費から控除する方法に変更しております。 

この変更は、会社が負担する費用の実態を明確にし、損益
区分をより適正にするために行ったものであります。 
この変更により、従来の方法に比べ、営業損失は 32百万円

減少していますが、経常利益及び税引前当期純損失に与える

影響はありません。 

  

  



注記事項 
  
（貸借対照表関係） 
  

  

前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

※１  授権株式数及び発行済株式総数 ※１  授権株式数及び発行済株式総数 

  授権株式数 普通株式 78,900,000 株  同    左 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場合
は、これに相当する株式を減ずることとなっておりま
す。 

  

  発行済株式総数 普通株式 26,470,650 株    

    

※２  自己株式 ※２  自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 1,223,966株
であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 1,225,200株
であります。 

    

※３  関係会社に係る注記   

  売掛金 963 百万円           

    

４  偶発債務 ４  偶発債務 

関係会社の銀行等借入金の保証 関係会社の銀行等借入金の保証 

  ㈱ムトウ流通センター 213 百万円    ㈱ムトウ流通センター 84 百万円  

  ㈱ムトウクレジット 1,800 百万円    ㈱ムトウクレジット 1,800 百万円  

  小計 2,013 百万円    小計 1,884 百万円  

  
従業員持家融資制度に基づく当社及び

関係会社従業員の銀行借入金の保証 
18 百万円    

従業員持家融資制度に基づく当社及び

関係会社従業員の銀行借入金の保証 
17 百万円  

  偶発債務合計 2,032 百万円    偶発債務合計 1,902 百万円  

    

５  配当制限 ５  配当制限 

商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を
付したことにより増加した純資産額は 592百万円でありま
す。 

商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を
付したことにより増加した純資産額は 871百万円でありま
す。 

    



  
（損益計算書関係） 
  

  
  
  

前へ    次へ 
  
  
  

前事業年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当事業年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

※１  他勘定振替高の主な内訳は、次のとおりであります。 ※１  他勘定振替高の主な内訳は、次のとおりであります。 

  広告宣伝費への振替額 6 百万円    広告宣伝費への振替額 5 百万円  

    

※２  関係会社との取引に係る注記 ※２  関係会社との取引に係る注記 

  受取利息 115 百万円    受取利息 100 百万円  

  不動産賃貸料 78 百万円    不動産賃貸料 76 百万円  

    

※３  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 

  構築物 0 百万円    建物 1 百万円  

  工具器具及び備品 0 百万円    構築物 1 百万円  

  計 0 百万円    その他 1 百万円  

           計 4 百万円  

                  

  ※４  減損損失 

  
当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

   場所 用途 種類  

   静岡県浜松市 事業用資産 土地・建物等  

  

当社は、減損損失の算定に当たって、事業の種類別セグ

メント単位に、投資の意思決定を行う事業を基礎として資産

のグルーピングを行っておりますが、賃貸用資産として利用

している資産については、物件毎に一つの資産グループとし

ております。 
通信販売事業のうち、営業活動から生じる損益が継続し

てマイナスの資産グループ及び資産の処分に関する意思決定

を行った資産グループについて帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（ 431百万円）として特別損

失に計上しております。 
減損損失の内訳は、土地 311百万円、建物 83百万円、電

話加入権 33百万円及びその他 2百万円であります。 
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額に

より算定しており、土地については主として路線価等に基づ

いて評価し、建物等については零として評価しております。

    

※５  事業再構築費用の内訳は、次のとおりであります。   

  特別退職金 493 百万円           

  その他 69 百万円           

  計 562 百万円           

    



  
（リース取引関係） 
  

前事業年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当事業年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

    

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

   
取得価額相当額

（百万円） 

減価償却累計

額相当額 

（百万円） 

期末残高相当

額（百万円）
    

取得価額相当額

（百万円） 

減価償却累計

額相当額 

（百万円） 

期末残高相当

額（百万円） 
 

 
車両及び運搬

具 
3 0 2   

車両及び運搬

具 
8 2 6  

 
工具器具及び

備品 
409 265 144   

工具器具及び

備品 
317 128 188  

 ソフトウェア 164 65 99   ソフトウェア 175 102 72  

 合計 577 331 245   合計 501 233 267  

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込
み法」により、算定しております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込
み法」により、算定しております。 

    

上記金額は、「支払利子込み法」により算定した金額で
あり、支払利息相当額を控除した金額は、次のとおりであり
ます。 

  

   
取得価額相当額

（百万円） 

減価償却累計

額相当額 

（百万円） 

期末残高相当

額（百万円）
   

 
車両及び運搬

具 
1 0 1    

 
工具器具及び

備品 
390 253 136    

 ソフトウェア 158 62 95    

 合計 550 316 234    

    

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 108 百万円    １年内 96 百万円  

  １年超 137 百万円    １年超 171 百万円  

  計 245 百万円    計 267 百万円  

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、「支払利子込み法」により、算定しております。 

同    左 

  

  

    

上記金額は、「支払利子込み法」により算定した金額で
あり、支払利息相当額を控除した金額は、次のとおりであり
ます。 

  

  １年内 105 百万円    

  １年超 133 百万円    

  計 238 百万円    

    



 
 

  
  
（有価証券関係） 
  
前事業年度（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
  

  
  
当事業年度（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 
  

  
  
  

前へ    次へ 
  
  
  

前事業年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当事業年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

    

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 
（３）支払リース料、リース資産の減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失 

  支払リース料 135 百万円    支払リース料 130 百万円  

  減価償却費相当額 135 百万円    減価償却費相当額 130 百万円  

    

（４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。 
同    左 

  

    

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

    

子会社株式で時価のあるものはありません。 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 



  
（税効果会計関係） 
  

  

前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

    

  繰延税金資産        繰延税金資産      

  貸倒引当金損金算入限度超過額 4 百万円    貸倒引当金損金算入限度超過額 13 百万円  

  賞与引当金否認 107 百万円    賞与引当金否認 76 百万円  

  販売促進引当金否認 38 百万円    販売促進引当金否認 61 百万円  

  商品調整引当金否認 89 百万円    商品調整引当金否認 146 百万円  

  退職給付引当金否認 23 百万円    退職給付引当金否認 68 百万円  

  役員退職慰労引当金否認 47 百万円    役員退職慰労引当金否認 51 百万円  

  減価償却超過額 241 百万円    減価償却超過額 232 百万円  

  販売用カタログ費用等否認 67 百万円    販売用カタログ費用等否認 17 百万円  

  投資有価証券評価損否認 78 百万円    投資有価証券評価損否認 78 百万円  

  特別退職金否認 196 百万円    減損損失 171 百万円  

  繰越欠損金 767 百万円    繰越欠損金 826 百万円  

  その他 82 百万円    その他 51 百万円  

  繰延税金資産小計 1,744 百万円    繰延税金資産小計 1,796 百万円  

  評価性引当額 △ 767 百万円    評価性引当額 △ 1,061 百万円  

  繰延税金資産合計 977 百万円    繰延税金資産合計 735 百万円  

  繰延税金負債との相殺額 △ 396 百万円    繰延税金負債との相殺額 △ 387 百万円  

  繰延税金資産の純額 580 百万円    繰延税金資産の純額 347 百万円  

                  

  繰延税金負債        繰延税金負債      

  固定資産圧縮積立金 18 百万円    固定資産圧縮積立金 18 百万円  

  その他有価証券評価差額金 391 百万円    その他有価証券評価差額金 574 百万円  

  繰延税金負債合計 409 百万円    繰延税金負債合計 593 百万円  

  繰延税金資産との相殺額 △ 396 百万円    繰延税金資産との相殺額 △ 387 百万円  

  繰延税金負債の純額 12 百万円    繰延税金負債の純額 206 百万円  

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

差異の原因となった主な項目別の内訳 

    

  法定実効税率 39.8 ％    法定実効税率 39.8 ％  

  （調整）        （調整）      

  
交際費等永久に損金に算入されない

項目 
△ 13.2 ％    

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
△ 8.0 ％  

  
受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
10.3 ％    

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
5.7 ％  

  住民税均等割額等 △ 49.7 ％    住民税均等割額等 △ 14.5 ％  

  繰延税金資産の評価性引当額 121.3 ％    繰延税金資産の評価性引当額 △ 216.2 ％  

  その他 1.5 ％    その他 0.7 ％  

  
税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
110.0 ％    

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
△ 192.5 ％  

    



  
（１株当たり情報） 
  

  
  
（重要な後発事象） 
  
前事業年度（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
  

  

前事業年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当事業年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

  １株当たり純資産額 ６８５円２９銭   １株当たり純資産額 ６６５円５８銭 

  １株当たり当期純利益 ０円３５銭   １株当たり当期純損失 １５円７６銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。 

同    左 

    

（注）１株当たり当期純損益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

前事業年度 

（自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日） 
当事業年度 

（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 

  当期純利益 8 百万円    当期純損失 397 百万円  

  普通株主に帰属しない金額 － 百万円    普通株主に帰属しない金額 － 百万円  

  普通株式に係る当期純利益 8 百万円    普通株式に係る当期純損失 397 百万円  

  期中平均株式数 25,248 千株    期中平均株式数 25,246 千株  

    

連結財務諸表提出会社は、呉服・宝飾品などの展示販売を中心としたエージェント事業の再生・拡大を図るた
め、株式会社ヤマノホールディングコーポレーション（以下「ＹＨＣ」という。）ならびにＹＨＣの連結子会社で
あるかねもり株式会社の三社間で訪問販売ビジネスにおける戦略的提携を行いました。これに基づき、平成１７年
４月１日にエージェント事業を会社分割により株式会社ムトウヤマノとして分社化した後、同月４日にかねもり株
式会社の出資により合弁会社といたしました。 

なお、詳細につきましては、連結財務諸表（重要な後発事象）に記載のとおりであります。 



  
当事業年度（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日） 
  

  
  
  

前へ 
  
  
  

当社は、資産効率の向上およびグループ内類似事業の統合による事業拡大など、連結経営の効率化を目的とし
て、株式会社ムトウサービスと株式会社ムトウ流通センターの両社を平成１８年４月１日に吸収合併いたしまし
た。 
  
（１）合併の要旨 
  
①  合併の日程 

合併契約書承認取締役会        平成１８年１月２７日 
合併契約書調印                平成１８年１月２７日 
合併契約書承認株主総会 
株式会社ムトウ              商法４１３条ノ３第１項の規定により、合併契約書について株主総会の

承認を得ないで合併いたしました。 
株式会社ムトウサービス      平成１８年１月２７日 
株式会社ムトウ流通センター  平成１８年１月２７日 
合併期日                    平成１８年４月１日 
合併登記                    平成１８年４月３日 

  
②  合併方式 

株式会社ムトウを存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ムトウサービスおよび株式会社ムトウ流通セ
ンターは解散いたしました。 

  
③  合併による新株式の発行および資本の増加 

株式会社ムトウは、株式会社ムトウサービスおよび株式会社ムトウ流通センターの全株式を保有している
ため、それぞれの合併による新株式の発行および資本の増加は行っておりません。 

  
④  合併交付金 

いずれの合併においても合併交付金の支払いは行いません。 
  
（２）合併後の状況 
  
①  商号        株式会社ムトウ 
  
②  事業内容    カタログ通信販売業 

※  本合併による事業内容の変更はございません。 
  
③  資本金        ４，４５３百万円 
  
④  総資産      ３１，８４５百万円 

※  本合併により株式会社ムトウサービスおよび株式会社ムトウ流通センターから承継した
資産および負債の額（相殺消去済）は以下のとおりです。 

    資産（百万円） 負債（百万円） 

  株式会社ムトウサービス ２８７ １５０ 

  株式会社ムトウ流通センター １，８４７ ５１８ 
  
⑤  本店所在地  静岡県浜松市佐藤二丁目２４番１号 
  
⑥  平成19年３月期決算に与える影響 

株式会社ムトウは、本合併により平成１８年４月１日に特別利益として、５４８百万円を計上いたしまし
た。 



  
④  【附属明細表】 

  
【有価証券明細表】 

  
【株式】 

  

  
【債券】 

  

  
【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券）     

（その他有価証券）     

㈱静岡銀行 1,090,792 1,295 

㈱みずほフィナンシャルグループ 170 163 

㈱りそなホールディングス 400 162 

丸紅㈱ 141,900 87 

ＡＳＴＩ㈱ 40,800 73 

中部瓦斯㈱ 179,300 62 

伊藤忠商事㈱ 55,410 56 

㈱浜松ファッション・コミュニティセンター 1,000 50 

㈱ジャックス 39,600 46 

㈱セントラルファイナンス 41,184 45 

浜松ケーブルテレビ㈱ 900 45 

その他２７銘柄 331,722 306 

計 1,923,178 2,393 

銘柄 券面総額（百万円） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券）     

（その他有価証券）     

㈱ザック・ジャパン 
第１回転換社債型新株予約権付社債券 

50 50 

計 50 50 

該当事項はありません。 



  
【有形固定資産等明細表】 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 

（百万円） 

有形固定資産               

建物 5,208 19 
89 

(  83) 
5,138 3,547 138 1,591 

構築物 324 2 
5 

(   1) 
321 258 8 62 

機械及び装置 95 － 
0 

(   0) 
95 89 0 5 

車両及び運搬具 13 － 5 8 7 － 0 

工具器具及び備品 306 21 
14 

(   1) 
313 251 7 62 

土地 4,805 － 
311 
( 311) 

4,494 － － 4,494 

有形固定資産計 10,754 44 
427 
( 397) 

10,371 4,155 154 6,216 

無形固定資産               

電話加入権 33 － 
33 

(  33) 
－ － － － 

ソフトウェア 74 － － 74 66 14 7 

無形固定資産計 108 － 
33 

(  33) 
74 66 14 7 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

（注）「当期減少額」欄の（  ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 



  
【資本金等明細表】 

  

  
  

【引当金明細表】 
  

  
  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 （百万円） 4,453 － － 4,453 

資本金のうち既発
行株式 

普通株式 （株） (26,470,650) － － (26,470,650) 

普通株式 （百万円） 4,453 － － 4,453 

計 （株） (26,470,650) － － (26,470,650) 

計 （百万円） 4,453 － － 4,453 

資本準備金及びそ
の他資本剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （百万円） 5,925 － － 5,925 

計 （百万円） 5,925 － － 5,925 

利益準備金及び任
意積立金 

（利益準備金） （百万円） 601 － － 601 

（任意積立金）           

固定資産圧縮積立金 （百万円） 28 － － 28 

別途積立金 （百万円） 6,340 － 500 5,840 

計 （百万円） 6,969 － 500 6,469 

（注）１．当期末における自己株式数は 1,225,200株であります。 
２．別途積立金の当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

商品調整引当金 224 369 － 224 369 

貸倒引当金 143 150 117 25 150 

賞与引当金 269 193 269 － 193 

販売促進引当金 97 154 97 － 154 

役員退職慰労引当金 119 25 13 － 130 

（注）商品調整引当金及び貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替え方式で記載しております。 



  
（２）【主な資産及び負債の内容】 
  

①  流動資産 
  

ａ  現金及び預金 
  

  
ｂ  受取手形 

  
（ａ）相手先別内訳 

  

  
（ｂ）期日別内訳 
  

  
ｃ  売掛金 

  
（ａ）相手先別内訳 

  

  
（ｂ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

区分 金額（百万円） 

現金 10 

預金   

当座預金 0 

普通預金 2,435 

通知預金 130 

振替貯金 35 

別段預金 6 

小計 2,607 

計 2,617 

相手先 金額（百万円） 

タイヘイ㈱ 1 

㈱ＤＮＰ東海 1 

計 2 

期日 平成18年４月 ５月 ６月 計 

金額（百万円） 0 0 1 2 

相手先 金額（百万円） 

日本生活協同組合連合会 3,364 

生活協同組合連合会コープネット事業連合 1,255 

生活協同組合連合会ユーコープ事業連合 395 

パルシステム生活協同組合連合会 360 

生活協同組合コープこうべ 107 

その他 3,389 

計 8,872 

Ａ 
前期末残高 
（百万円） 

Ｂ 
当期発生高 
（百万円） 

Ｃ 
当期回収高 
（百万円） 

Ｄ 
当期末残高 
（百万円） 

回収率 
（％） 

滞留日数 
（日） 

9,502 46,368 46,998 8,872 84.1 72.3 

（注）１．回収率 ＝ 
Ｃ 

 × 100 滞留日数 ＝ 
（Ａ＋Ｄ）／２

 × 365 
Ａ＋Ｂ Ｂ 

２．当期発生高には消費税等が含まれております。 



  
ｄ  商品 

  

  
ｅ  関係会社短期貸付金 

  

  
  

②  固定資産 
  

関係会社長期貸付金 
  

  
  

③  流動負債 
  

ａ  支払手形 
  

（ａ）相手先別内訳 
  

  
（ｂ）期日別内訳 

  

区分 金額（百万円） 

肌着 205 

外着 2,081 

身の回り品 179 

日用雑貨 155 

その他 65 

計 2,686 

相手先 金額（百万円） 

㈱ムトウ流通センター 800 

㈱ムトウクレジット 1,400 

計 2,200 

相手先 金額（百万円） 

㈱ムトウクレジット 3,800 

計 3,800 

相手先 金額（百万円） 

大日本印刷㈱ 878 

凸版印刷㈱ 412 

日本写真印刷㈱ 279 

文化堂印刷㈱ 258 

共立印刷㈱ 244 

その他 1,303 

計 3,377 

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 計 

金額（百万円） 1,036 460 1,351 529 3,377 



  
ｂ  買掛金 

  

  
ｃ  短期借入金 

  

  
ｄ  未払金 

  

  
  
（３）【その他】 
  

  

相手先 金額（百万円） 

丸紅㈱ 853 

モリリン㈱ 344 

トリンプ・インターナショナル・ジャパン㈱ 236 

㈱ヤギ 210 

㈱コンロン 126 

その他 2,907 

計 4,678 

相手先 金額（百万円） 

㈱静岡銀行 1,300 

㈱りそな銀行 200 

㈱三井住友銀行 100 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 100 

計 1,700 

区分 金額（百万円） 

広告宣伝費 1,113 

運賃諸掛 328 

給与手当 222 

通信費 64 

支払手数料 60 

その他 16 

計 1,806 

該当事項はありません。 



h 
第６  【提出会社の株式事務の概要】 
  
  

  
  
  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
10,000株券、5,000株券、1,000株券、500株券、100株券および 100株未満の株式に
ついてはその株数を表示する株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  全国各支店 
野村證券株式会社  全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録      申請１件につき  8,000円 
２．喪失登録株券  株券１枚につき    500円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  全国各支店 
野村證券株式会社  全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 
当会社の公告は電子公告の方法により行います。ただし、やむを得ない事由により
電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。 

株主に対する特典 

１．対象株主 
毎年３月31日現在、ならびに９月30日現在の株主（株主名簿と実質株主名簿の
名寄せ後の株主）で１単元（100株）以上の株式を保有される株主 

２．優待内容 

（１）当社カタログ掲載商品ご購入金額から割引できるポイント（１ポイントに
つき１円分の割引としてご利用可能）を持株数に応じてプレゼント。 

  持株数 プレゼントポイント ポイント利用可能期間  

  
  

  100株～ 1,000株未満   500ポイント 
①３月31日現在の対象株主
へのプレゼントポイントは
５月１日～翌年３月31日ま
で利用可能。 
②９月30日現在の対象株主
へのプレゼントポイントは
11月１日～翌年９月30日ま
で利用可能。 

 

  
  

1,000株～10,000株未満 2,500ポイント  

  
  

10,000株以上 5,000ポイント  

（２）当社カタログを年２回贈呈。 
（３）毎年３月31日現在の株主に対し、無農薬茶を年１回贈呈。 



第７  【提出会社の参考情報】 
  
１  【提出会社の親会社等の情報】 
  

  
２  【その他の参考情報】 
  

  
（１）臨時報告書 

  
（２）有価証券報告書及びその添付書類 

  
（３）半期報告書 

  
（４）臨時報告書 

  
  
  

当社は、親会社等はありません。 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第１９条第２項第１２号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える
事象の発生）の規定に基づく報告書であります。 

平成17年４月25日東海財務局
長に提出 

事業年度（第６４期）  （自  平成16年４月１日  至  平成17年３月31日）  平成17年６月17日東海財務局
長に提出 

事業年度（第６５期中）（自  平成17年４月１日  至  平成17年９月30日）  平成17年12月１日東海財務局
長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第１９条第２項第１２号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える
事象の発生）の規定に基づく報告書であります。 

平成18年４月28日東海財務局
長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  
該当事項はありません。 
  
  
  



  

独立監査人の監査報告書 

  

平成１７年６月１７日 

  

株式会社  ム ト ウ 

取締役会  御中 

  

新日本監査法人 
  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士      木  下  邦  彦      印 

  
指定社員 
業務執行社員 

公認会計士      藤  田  和  弘      印 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ
られている株式会社ムトウの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財
務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算
書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人
の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求
めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当
監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社ムトウ及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終
了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。 
  
追記情報 
「会計処理の方法の変更」１に記載のとおり、会社は収納代行手数料について、営業外収益に計上する
方法から、売上高に計上する方法に変更した。 
「会計処理の方法の変更」２に記載のとおり、会社はカタログ売却に係る収益及び費用について、営業
外収益及び営業外費用に計上する方法から、販売費及び一般管理費及びその控除項目とする方法に変更し
た。 
「会計処理の方法の変更」３に記載のとおり、会社は社宅家賃の賃貸料収入について、営業外収益に計
上する方法から、売上原価及び販売費及び一般管理費から控除する方法に変更した。 
「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は、エージェント事業の再生・拡大を図る目的で、平成１７
年４月１日にエージェント事業を会社分割により株式会社ムトウヤマノとして分社化した後、同月４日に
かねもり株式会社の出資により合弁会社とした。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 
  

以    上 
  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

独立監査人の監査報告書 

  

平成１８年６月２０日 

  

株式会社  ム ト ウ 

取締役会  御中 

  

新日本監査法人 
  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士      藤  田  和  弘      印 

  
指定社員 
業務執行社員 

公認会計士      田  宮  紳  司      印 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ
られている株式会社ムトウの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財
務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算
書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人
の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求
めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当
監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社ムトウ及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終
了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。 
追記情報 
会計処理の方法の変更に記載のとおり、当連結会計年度から、固定資産の減損に係る会計基準を適用し
ているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 
  

以    上 
  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

独立監査人の監査報告書 

  

平成１７年６月１７日 

  

株式会社  ム ト ウ 

取締役会  御中 

  

新日本監査法人 
  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士      木  下  邦  彦      印 

  
指定社員 
業務執行社員 

公認会計士      藤  田  和  弘      印 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ
られている株式会社ムトウの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第６４期事業年度の財
務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。こ
の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明
することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて
いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ
って行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人
は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、株式会社ムトウの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営
成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 
「会計処理の方法の変更」１に記載のとおり、会社は収納代行手数料について、営業外収益に計上する
方法から、売上高に計上する方法に変更した。 
「会計処理の方法の変更」２に記載のとおり、会社はカタログ売却に係る収益及び費用について、営業
外収益及び営業外費用に計上する方法から、販売費及び一般管理費及びその控除項目とする方法に変更し
た。 
「会計処理の方法の変更」３に記載のとおり、会社は社宅家賃の賃貸料収入について、営業外収益に計
上する方法から、販売費及び一般管理費から控除する方法に変更した。 
「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は、エージェント事業の再生・拡大を図る目的で、平成１７
年４月１日にエージェント事業を会社分割により株式会社ムトウヤマノとして分社化した後、同月４日に
かねもり株式会社の出資により合弁会社とした。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 
  

以    上 
  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

独立監査人の監査報告書 

  

平成１８年６月２０日 

  

株式会社  ム ト ウ 

取締役会  御中 

  

新日本監査法人 
  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士      藤  田  和  弘      印 

  
指定社員 
業務執行社員 

公認会計士      田  宮  紳  司      印 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ
られている株式会社ムトウの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６５期事業年度の財
務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。こ
の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明
することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて
いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ
って行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人
は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、株式会社ムトウの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営
成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
追記情報 
会計処理の方法の変更に記載のとおり、当事業年度から、固定資産の減損に係る会計基準を適用してい
るため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 
また、重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月１日付で、子会社の株式会社ム
トウ流通センターと株式会社ムトウサービスを、吸収合併した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 
  

以    上 
  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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